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5　「開発プロジェクト」の構想・計画と事業の展開
　第2期の開発行政は「旧全総」や「新産業都市建設促進法」「工業整備特別地域促進法」を軸
に展開している。この時期も省庁などによって多くの大規模「開発プロジェクト」が構想・計
画され，「国家プロジェクト」として着手されている。くわえて，この時期には既成工業地帯以
外の大都市近郊や地方・遠隔地は「脱第1次産業県化」や、さらなる「工業化」「産業化」を目
指し，「長期構想・計画」など「行政計画」を策定し，大規模生産拠点や大規模住宅地などを造
成する開発事業を軸にした大規模「開発プロジェクト」を計画・構想し，着手してきた。制定
と策定には数ヶ月の時差はあるが，「拠点開発」方式に代表される第2期の開発行政の要諦は
「全国総合開発計画」（「旧全総」）である。「新産業都市建設促進法」や「工業整備特別地域促
進法」が目指したものは，開発の拠点を期待された「新産都市」や「工業整備特別地域」を大
規模生産拠点として新たに建設し，新拠点を創設することであった。これに対して，第3期の
開発行政は「新全総」を軸に展開しているが，この時期も，第2期と同じく，地方自治体は
「長期構想・計画」などを通じて「国家プロジェクト」に呼応し，あるいは関連して多くの大
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規模「開発フ．ロジェクト」を計画・構想し，着手している。
　前述のように，「旧婚総」は，個別の「開発プロジェクト」を計画や構想として示すことは一
部を除いてないが，対照的に「新全総」は，個別の「開発プロジェクト」を数多く具体的に打
ち出している。たとえば，東北地方の場合である。「新全総」は「主要開発事業の計画」とし
て，以下をあげている。「開発の基本的方向に沿って，その開発を進めるに当たっては，首都
圏，北海道との連けいを強化し，あわせて，域内交流を促進するため，まず，交通体系を重点
的に整備する必要がある。このため，とくに，冬季における交通確保に留意し，雪害防除対策
を講じつつ，東北縦貫自動車道，東北横断自動車道，関越自動車道，北陸自動車道および幹線
的な国道を計画的に整備し，東北新幹線鉄道の建設を早急に行なうとともに，奥羽本線，羽越
本線等の鉄道主要幹線における電化，線増等および青函トンネルの建設を進める。さらに，流
通，工業等の拠点となる新潟幾等の整備を行なうとともに，航空機の大型化，高速化に対応し
て，仙台空港等の整備を行なう。」「農林水産業については，恵まれた土地条件を活用し，積極
的に開発を行ない，わが国の主要食料生産地域として，当面，津軽，北上，仙台，庄内，会
津，新潟等の平野部において，水稲を中心に生産性の向上を図るためのかんがい排水施設の改
良，ほ場整備等の土地基盤の整備を行ない，北上北岩手，阿武隈，岩船等の山地，山ろく，丘
陵部において，畜産，果樹の主産地形成のため，生産，流通基盤の整備を行なう。また，増大
する木材需要に対応して，奥羽山系等における広大な森林資源の総合的な開発を進め，林道網
の整備および人工造林を積極的に推進するほか，三陸，佐渾等における浅海養殖漁場の造成を
はじめとする水産資源の開発を進め，あわせて八戸漁港等の基幹的漁港の整備を行なう。」「工
業については，八戸，仙台湾，秋田湾，常磐，新潟地区等臨海部における既存の集積に加え
て，新しい進出が期待される基礎資源型工業等のための基盤を整備し，仙台，郡山地区等内陸
部においては，首都圏等より進出が期待される機械工業等の都市型工業の導入のための基盤整
備を行なう。あわせて，仙台港，秋田北港，酒田北浜，新潟東港等の新しい工業港の建設を促
進する。観光開発を進めるに当たっては，十和田八幡平，陸中海岸，磐梯朝日等の国立公園，
栗駒，佐渡弥彦等の国定公園等の整備を行ない，広域的観光ルートを整備し，あわせて，自然
の保存，管理を強イしする。このほか，北上川水系，阿武隈川水系，最上川水系，信濃川本三等
において，治山，治水とあわせて，水資源の開発を進め，また，三陸，新潟等の海岸保全を行
なう。なお，黒鉱，地熱等域内に豊富に賦存する資源の積極的開発を行なうとともに，女川，
大熊等の原子力発電基地の建設を促進する」など個別具体的に「開発プロジェクト」をあげて
いる。
　このほか，「主要開発事業の構想」として「日本海沿岸新幹線鉄道，上越新幹線鉄道，東北新
幹線鉄道，日本海沿岸縦貫自動車道，常磐・三陸縦貫高速国道，奥羽縦貫高速国道等の建設に
より，東北地方と首都圏，北海道および域内相互間の時間距離の短縮と，地域間交流の緊密化
を図る。さらに，東京湾等今の港湾貨物の著しい集中を緩和するとともに，域内の工業開発の
対処するため，仙台等に総合的機能を備えた国際貿易港の建設を図る。また，津軽，北上，仙
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台，仙北，庄内および新潟等の各平野に，大型機械化体系と高度の水管理にささえられた高生
産性稲作地帯の形成を図り，あわせて，北上北岩手山地，阿武隈山地等の広大な低利用地およ
び国有林等を活用した大規模畜産地帯の実現を図り，わが国屈指の食料供給基地とする。一
方，小川原工業港の建設等の総合的な産業基盤の整備により，陸奥湾，小川原湖周辺ならびに
八戸，久慈一帯に巨大臨海コンビナートの形成を図る。さらに，日本海沿岸に天然ガス供給基
地を建設し，これと東北の主要工業拠点を結ぶパイプラインを建設するとともに，日本海大陸
棚における地下資源開発を含む大規模海洋開発を図る。このほか，下北地区，朝日飯豊地区に
大規模自然保存区域を設定し，自然の保護，管理を強力に行ない，さらに，岩木，栗駒および
磐梯の各高原リゾート都市の建設を図る」などの構想を明示している（注38）。
　　「新全総」が計画や構想として打ち出した事業の一部は東北新幹線や北陸新幹線，東北自動
車道，関越自動車道，常磐自動車道，あるいは幹線的な国道（高速道路）などとしてすでに
　（部分的に）完成し，供用されている。「新産都市」の指定に成功した秋田，八戸，仙台，郡山
常磐などでは工業用地や港湾，道路，工業用水道など大規模生産拠点開発に必要な事業に着手
し，一部は完成し，企業を誘致し，あるいは企業進出を期待してきた。もちろん，計画・構想
された事業のすべてが実現するわけではない。そのじつ事業が計画通りに完成する件数は決し
て多くはな：い。現に日本海沿岸新幹線鉄道建設は未だに構想段階で，計画としては進展してい
ない。東北横断新幹線鉄道建設計画は山形新幹線や秋田新幹線に名を変えて実現している，高
速鉄道とは名ばかりで，実態は「ミニ新幹線」である。日本海沿岸縦貫自動車道は日本海沿岸
東北自動車道として建設途上あるいは予定されており，完成のメドは立っていない。奥羽縦貫
高速国道構想や東北横断自動車道は釜石秋田線，酒田線，いわき新潟線などとして一部開通し
ているが，全通には障碍がある。
　そこで，以下，主として国家主導で計画・構想され，着手された大規模プロジェクトを開発
行政段階別に概観する。もちろん，「開発プロジェクト」の多くは「国土総合開発法」や「水資
源開発促進法」，「新産業都市建設促進法」など開発や公共事業を目的にした法律，あるいは
「特定地域総合開発計画」や「新全国総合開発計画」，「道路整備長期計画」，「公共投資基本計
画」などを根拠に計画・構想され，着手している。したがって，「開発プロジェクト」の計画・
構想や着手にさきがけ，開発関連の法律や計画を制定・策定している。
　1）第1期の開発行政と主要な「開発プロジェクト」
　この時期は高度経済成長が本格化する以前の時期に当たり，経済史的には戦後日本資本主義
が成立・復活するうえで不可欠な資本の蓄積や体制の構築，いわゆる戦後版「本源的蓄積」の
時期に当たっている。具体的には大規模な「開発プロジェクト」が全国規模で全面的に展開す
る1960年以前の，したがって，わが国が「旧全総」や「新産業都市建設促進法」などを通じて
大規模生産拠点の形成に本格的に乗り出し，高度経済成長政策を選択し，「経済大国化」の途を
政治的に選択する以前の時期である。
　この時期の社会経済的な状況変化は表1に示されているが，開発行政にかかわっては1948年
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制定の「建設省設置法」がまずもって注目される。この法律の制定によって，戦後，開発行政
を取り仕切ってきた建設省が発足している。以来，建設省は数多くの「開発プロジェクト」を
計画・構想し，地方建設局など出先機関や都道府県など地方自治体の建設部局を巧みに操っ
て，道路などの大規模「開発プロジェクト」を手がけることになる。その意味でも建設省の発
足は重大である。さらに1948年には「日本国有鉄道法」を制定し，翌1949年には日本国有鉄道
を発足させている。1950年には「国土総合開発法」と「港湾法」を制定し，同年には北海道開
発を所管する「北海道開発庁」を設置している。1951年には「土地収用法」を制定し，1952年
には「道路整備特別措置法」や「電源開発促進法」を制定している。その一方，1952年には
「電源開発5力年計画」を策定し，「道路整備特別措置法」を制定して「有料道路制度」を創設
している。この年にはダムや発電所を建設する「電源開発会社」が発足している。1953年には
「港湾整備促進法」を制定し，その一方，「道路整備財源臨時措置法」を制定し，道路整備の財
源に揮発油税収入を充当できる旨の措置を講じている。さらに同年には「国土総合開発法」に
かかわって「北上特定地域総合開発計画」を策定している。1954年には「土地区画整理法」を
制定し，同年には「第1次道路整備5力年計画」（1954年～1958年，投資規模2600億円）を策定
している。1955年目は戦後の経済民主化のシンボル的な法律であった「過度経済力集中排除
法」を経済の高度成長のさまたげになるとしてこれを撤廃し，逆に「経済自立5力年計画」
（1956年～1960年，公共投資規模9050億円）を策定している。さらに「第1次首都圏整備計
画」や「石油化学育成対策5旧年計画」を策定している。同年には戦後，都市部での大規模住
宅（地）の造成・建設・供給を一手に引き受けてきた「日本住宅公団」（その後再三にわたる組
織改組を経て現在は「都市基盤整備公団Dを設置している。1956年には「首都圏整備法」を制
定し，高速自動車道や基幹的国道の建設と維持管理を所管する「日本道路公団」を設置してい
る。なお，1956年「経済白書」は冒頭において「もやは戦後ではない」旨の認識を示し，「戦後
からの離陸」を公式に表明している。1957年には「新長期経済計画」（1958年～1963年，行政投
資2兆9400億円）や「国鉄第1次5力年計画」を策定し，「高速自動車国道法」や「特定多目的
ダム法」や「特定多目的ダム建設工事特別会計法」を制定している。同年にはさらに「道路整
備緊急措置法」や「工業用水道事業法」，「水道法」を制定し，「第2次道路整備5力年三画」
（1958年～1967年置投資額1兆円）を策定している。1959年には首都高速道路の建設を取り仕
切る「首都高速道路公団」を設置している。
　開発関連の法律や計画を通じてこの時期，計画・着手した「開発プロジェクト」では，以下
が代表的である。1951年目は建設省が「河川総合開発事業」に着手しており，1952年には中部
電力の「平岡ダム」が完成している。1953年には全国初の「有料道路」が三重県内で開通し，
鹿児島県では「熊野干拓」工事に着手している。河川総合開発の代表的な事業の1つである
「佐久間ダム」（長野県）がこの年起工式を挙行している。1955年には「本州四国連絡橋」建設
を前提にした調査が始まり，九州電力「上椎葉ダム」が完成している。1956年には堺市におい
て日本住宅公団が初めて建設した団地の入居者募集が始まり，「佐久間ダム」第5次完成検査
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を完了している。1957年には東海村「原子炉」の点火が挙行され，東京都では「小河内ダム」
（現在の奥多摩湖）が完成している。日本住宅公団建設の千葉県柏市の「光が丘ニュータウ
ン」において入居が始まり，名古屋：市では「地下街」が完成している。1958年には日本道路公
団が「関門トンネル」の開通にこぎ着け，大阪国際空港が供用を開始している。さらに1958年
には農林省が農用地の拡大・造成を期待し，計画した「八郎潟干拓事業」の起工式を挙行して
いる。さらにこの年，戦後の復興のシンボルの1っであった「東京タワー」が完成している。
1959年には来るべき高速交通時代を象徴する「東海道新幹線」建設の起工式が挙行され，その
一方，四日市市では戦後の石油化学コンビナートの草分け的な存在である「三菱化成工場第1
期工事」が完成している。
　2）第2期の開発行政と主要な「開発プロジェクト」
　わが国の高度経済成長の起点は1955年に遡及するといわれ，本格的な高度経済成長は1960年
以降であるといわれる。1960年には「日米安全保障条約の改定」をめぐる強行採決の責任をと
る形で岸信介内閣が総辞職し，池田勇人が後継内閣を組閣している。同年12月，発足早々の池
田内閣は「国民所得倍増計画」（1961年～1970年，行政投資16兆1300億円，公共投資22兆5400億
円）を閣議決定し，「政治の季節」を「経済の季節」「経済重視の政局運営」に切り替えてい
る。これを契機にわが国は高度経済成長に本格的に乗り出すことになる。以来，高度経済成長
の推進・担保に必要な法律や計画を相次ぎ制定・策定している。「所得倍増計画」に続き，
1965年には「中期経済計画」（1964年～73年，行政投資12兆9000億円，公共投資17兆8000億
円），1967年には「経済社会発展計画」（1967年～71年，公共投資27兆5000億円）を相次き策定
し，高度経済成長や「経済大国化」を強力にバックアップしている。高度経済成長を実現し，
「所得倍増計画」達成のため不可欠であるとして，「農業基本法」や「新産業都市建設促進法」
などを制定している。「周全総」を策定したのもこの時期である。
　ところで，高度経済成長を本格的に展開し，「経済大国化」を実現するには，1960年に最終局
面を迎えた以下の決戦が不可避であったといわれている。そして実際，この決戦を転換点や分
岐点に，戦後史は変容と構造変化を遂げることになる。その意味でも決戦は間違いなく決定的
なターニングポイントであった。
　1つは，「三池争議」の終結である。福岡県大牟田市を舞台にした「三池争議」は，戦後史的
には「総資本」対「総労働」の対決・決戦といわれている。その背景には高度経済成長や「経
済大国化」の実現には石炭中心のエネルギー政策を石油中心に転換する必要がある，としてこ
れまでのエネルギーを一手に供給してきた筑豊や北海道などの国内石炭産業の「切り捨て」に
結びつく，石炭産業の「合理化」政策を強行してきた事情がある。
　2つは，「日米安保条約」の改定をめぐって全国各地で展開された反対運動，いわゆる「安保
闘争」である。「安保条約」の評価や改定をめぐる政府批判が高まり，政争に発展した。政府批
判は1960年の衆院における強行採決によって頂点に達している。この結果，岸内閣は総辞職を
迫られ，池田勇人に政権を禅譲することにな：る。
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　「三池争議」と「安保闘争」は政権政党や独占資本が戦後引きずってきた政治対立の象徴的
な事件である。政権政党などは「三池争議」と「安保闘争」の終息を契機に「政治の季節」（対
立の構図）に終止符を打ち，「経済の季節」（融和の構図）にコペルニクス的に転換するため切
り札として持ち出したのが，周知のように，「所得倍増計画」であった。これによって国民の関
心を意識的に「政治」からそらし，「経済」に移そうとした。．池田内閣は「所得倍増計画」に続
いてr中期経済計画」や「経済社会発展計画」を策定している。
　「所得倍増計画」は，表4が示すように，「公共投資」として総額22兆5400億円を計上してい
る（このほか，行政投資として16兆1300億円を計画している）。部門別の投資予定額では道路建
設に4兆9000億円，電気通信に2兆9000億円，鉄道建設に1兆7200億円，公共投資全体の
42．2％は交通通信インフラの建設費である。総額17兆8000億円の「中期経済計画」でも道路建
設が1兆1000億円，鉄道建設が1兆8200億円，電気通信が1兆7300億円，公共投資全体の43％
は道路・鉄道・電気通信の建設事業費である。「所得倍増計画」の総仕上げに当たる「経済社会
発展計画」（1967年～71年）では，投資額の構成は道路が6兆1500億円，鉄道が3兆3800億円，
電気通信が2兆6600億円，3部門に圧倒的に集中している。国土保全の1兆8100億円，公共賃
貸住宅の1兆7100億円，農林漁業の1兆5500億円，文教の1兆3100億円を大きく引き離してい
る。
　「所得倍増計画」などを受けて，この時期に計画・着工あるいは完成した「開発プロジェク
ト」や公共事業は，表2にも示しているが，以下が主なものである。1960年には東京都が「新
宿副都心計画」を決定し，北陸電力「有峰ダム」が打設を完遂し，電源開発（株）は「田野倉
発電所」を完成している。1961年には日本住宅公団が東京都の1「ひばりヶ丘団地」建設に着手
し，愛知用水公団は「愛知用水」の通水式を挙行し，電源開発は「御母衣発電所」を完成して
いる。同年には通産省が山口県徳山市や岡山県水島地域で計画している石油化学コンビナート
設置の事業に許可を与えている。1962年には日本道路公団が「若戸大橋」と「銚子大橋」の開
通にこぎ着け，電源開発は「奥只見発電所」，中部電力は「畑錐発電所」を完成している。1963
年には国鉄が「青函トンネル」調査抗の鍬入れ式を挙行し，名神自動車道が尼崎～栗東間で開
業し，「首都高速1号線」も開通している。1963年には関西電力が「黒部第四ダム」を完成させ
ている。同年にはさらに岡山県南など13箇所を「新産都市」に指定し，茨城県鹿島など6箇所
を「工業整備特別地域」に指定している。1964年には東海道新幹線の「新丹那トンネル」が完
成し，大阪市「高速道路第1号線」が全線開通し，同年には東海道新幹線が開業している。九
州横断道路が開通し，伊勢湾高潮防波堤が完成している。1965年には名神自動車道が開通し，
新東京国際空港の建設予定地として千葉県富里地区を内定し，大阪府は寝屋川流域下水道工事
の起工式を挙行している。1966年には閣議が新東：京国際空港建設予定地を千葉県成田市に変更
し，決定して．いる。この年には上越新幹線の「新清水トンネル」が貫通している。日本道路公
団が「天草5橋」を開業にこぎ着け，神戸市は「ポートアイランド」建設工事に着工し，日本
住宅公団等は「多摩ニュータウン」建設計画を決定し，「熊野干拓」が完成している。1967年に
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は国鉄が山陽新幹線の建設工事に着手し，首都高速道路の「環状線」全線が開通し，「千里
ニュータウン」が完成し，水資源開発公団「矢木沢ダム」が完成している。同年にはさらに農
林省「有明湾三池干拓工事」が完成し，神戸市「摩耶埠頭」が完成している。1968年には日本
道路公団「関門橋」が起工式を挙行し，首都高速「横浜羽田線」の全線が開通している。この
年には東名自動車道が部分的に開通し，九州縦貫自動車道が起工式を挙行し，超高層の「霞ヶ
関ビル」が完成している。水資源開発公団が「利根大堰」や「下久保ダム」を完成させ，「香川
用水事業」も着工にこぎ着けている。電源開発が「九頭竜ダム」や「大津岐ダム・発電所」を
完成させ，国営「有明干拓事業」が完成したのも1968年である。1969年には東名自動車道が全
線開通し，日本住宅公団等が「多摩ニュータウン」の建設に着手し，水資源開発公団は「印旛
沼開発事業」や「高山ダム」を完成させ，建設省「下茎ダム」が完成している。同年には八郎
潟新農村建設事業団が「八郎潟干拓事業国営工事」を完成させ，東京都は「江東再開発基本計
画」を発表し，「新産都市」・鹿島地区では鹿島港の開港式を挙行している。
　以上の各事業は事業や事業費の規模に照らして，いずれも大規模「開発プロジェクト」に属
すが，事業のすべてがこの時期に計画・着手されたとは必ずしも限らない。大規模事業の場
合，構想や計画から着工まで多くの時間がかかっており，4半世紀後や半世紀後に完成する場
合も少なくない。「蜂の出城」の攻防で有名な熊本県「下茎ダム」の場合、建設計画から完成ま
で四半世紀かかっているし，「愛知用水事業」なども計画から完成まで長い時間がかかってい
る。くわえて，この時期には高速自動車道，国道，鉄道，治山，治水，港湾，漁港，空港，下
水道，住宅，廃棄物処理施設などの建設を目的にした「公共事業」関連の「中・長期計画」な
どが間断なく策定されている。「開発プロジェクト」の多くは「中・長期計画」にもとづき計画
され、着工されている。
　1961年には「第1次港湾整備5力年計画」（投資額2500億円）や「第3次道路整備5力年計
画」（2兆1000億円），1963年には「第1次下水道整備5力年計画」（4400億円）や「第3次漁港
整備長期計画」（1400億円），「第1次廃棄物処理施設整備計画」（1100億円），1964年には「第4
次道路整備5力年計画」（4兆1000億円），1965年には「国鉄第3次長期計画」（3兆円）や「第
1次土地改良計画」（2兆6000億円），「第2次治：水5力年計画」（1兆1000億円），「第2次治山
5力年計画」（1870億円），「第2次港湾整備5力年計画」（6500億円）を策定している。1966年
には「第1期住宅建設5力添計画」（670万戸）や「第1次特定交通安全施設整備3近年計画」
（782億円），1967年目は「第1次空港整備5力年計画」（1150億円）や「第5次道路整備5雪年
計画」（6兆円6000億），「第2次下水道整備5力年計画」（9300億円），「第2次廃棄物処理施設
整備計画」（1330億円），1968年には「第3次治水5力年計画」（2兆500億円）や「第3次治山
5力年計画」（3500億円），「第3次港湾整備5力年計画」（1兆300億円），1969年には「第4次
漁港整備長期計画」（2300億円）や「第2次特定交通安全施設整備事業3力年計画」（796億円）
を策定している。
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表6　公共事：業関係長期計画と経済計画との関係
経　　　済　　　計　　　画 公　　　　　　共　　　　　　事　　　　　　業
名　　　称 計画期間?阡N月 公共投資v画規模 道　　　路 交通安全 治　　　山 治　　　水 急　傾　斜 海　　　岸
経済自立
T力年計画
　　年度
ｺ31～　35
ｺ30年12月
一般会計
@　9，050
第　1　次
ｺ29～　33
@　2，600i昭29年5月）
新　長　期
o済計画
　　年度
ｺ31～　37
ｺ32年12月
行政投資
@　29，400
第　2　次
ｺ33～　37
@　10，000
i昭34年2月）
国民取得{増計画
　　年度
ｺ36～　45
ｺ35年12月
行政投資
@161，300
?､投資
@225，400
第　3　次
ｺ36～　40
@　21，000
i昭36年10月）
第　1　次
ｺ35～　39
@　　729i昭35年12月）
第　1　次
ｺ35～　39
@　4，000i昭35年12月）
中期経済
v　　　画
　　年度
ｺ39～　43
ｺ40年1月
行政投資
@129，000
?､投資
@！78，000
第　4　次
ｺ39～　43
@　4LOOOi昭40年1月）
第　1　次
@（3ケ年）
ｺ4！～　43
@　　954i昭42年12月）
@　（変更）
第　2　次
ｺ40～　43
@　1β70i昭40年8月）
第　1　次
ｺ40～　44
@　11，000
i昭40年8月）
経済社会ｭ展計画
　　年度ｺ42～　46
ｺ42年3月
公共投資
@275，000
第　5　次
ｺ42～　46
@　66，000i昭43年3月）
第　2　次
ｺ44～　46
@　1、650i昭44年12月）
第　3　次
ｺ43～　47
@　3，500i昭44年6月）
第　3　次
ｺ43～　47
@　20，500
i昭44年3月）
新経済社会
ｭ展計画
　　年度
ｺ45～　50
ｺ45年5月公共投資@550，000
第　6　次
ｺ45～　49
@　103，500
i昭45年3月）
第　1　次
@（5ケ年）
ｺ46～　50
@　6，335i昭48年2月）
@　（変更）
第　4　次
ｺ47～　51
@　6，850i昭47年6月）
第　4　次
ｺ47～　51
@　40，500
i昭47年6月）
第　1　次
ｺ45～　49
@　3，700
i昭46年3
氏j
経済社会軏{計画
　　年度
ｺ48～　52
ｺ48年2月
公共投資
@900，000
第　7　次
ｺ48～　52
@　195，000
i昭48年6月）
昭和50年代
O期経済v　　　画
　　年度
ｺ51～　55
ｺ51年5月
公共投資1，000，000
第　8　次
ｺ53～　57
@285，000i昭53年5月）
第　2　次
ｺ51～　55
@　13，615
i昭51年11月）
第　5　次
ｺ52～　56
@　12，000
i昭52年6月）
第　5　次
ｺ52～　56
@　76，300
i昭52年6月）
第　2　次
ｺ51～　55
@　5，800i昭52年2月）
新経済社会7力年計画 　　年度
ｺ54～　60
ｺ54年8月
公共投資
k900，000
第　3　次
ｺ56～　60
@　20，927i昭56年11月）
第　6　次
ｺ57～　61
@　17，600i昭57年7月）
第　6　次
ｺ57～　61
@　112，000
i昭57年7月）
第　3　次
ｺ56～　60
@　9β00i昭56年2月）
1980年代経済社会の
W望と指針
　　年度ｺ58～平2
ｺ58年8月
第　9　次
ｺ58～　62
@382，000i昭58年5月）
第　4　次
ｺ61～平2
@　28，765
i昭62年11月）
第　7　次
ｺ62～平3
@　19，700
i昭62年9月）
第　7　次
ｺ62～平3
@　125，000
i昭62年9月）
第　1　次
ｺ58～　62
@　5，500ｺ58年5月
第　4　次
ｺ61～平2
@　10，000
i昭61年U月）
経済運営5ケ年計画 　　年度ｺ63～平4ｺ63年5月
第　！0次
ｺ63～平4
@530，000i昭63年5月）
第　5　次
ｽ3～　7@　39，520i平3年11月）
第　8　次
ｽ4～　8@　27，600i平4年2月）
第　8　次
ｽ4～　8@　175，000
i平4年2月）
第　2　次
ｺ63～平4
@　8，000ｺ63年5月
第　5　次
ｽ3～　7@　13，000
i平3年11月）
生活大国Tか年計画
　　年度ｽ4～　8ｽ4年6月
平6年10月
?､投資
Tね
U，300，000
第　11次
ｽ5～　9@760，000i平5年5月）
第　3　次
ｽ5～　9@　11，500
i平5年5月）
構造改革の
ｽめの経済
ﾐ会計画
　　年度ｽ7～　12ｽ7年12月
平9　6?､投資の
?阨
ｽ7～19まﾅ量画
　五箇年計画
ｽ10～　14
@780，000i平10年5月）
第　6　次
ｽ8～　12
@　52，700i平8年12月）
第　9　次
ｽ9～　15
@　20，000
i平10年1月）
第　9　次
ｽ9～　15
@240，000i平10年1月）
第　4　次
ｽ10～　14
@　11，900
i平10年1月）
　　6．’
ｽ8～　14
@　ユ7，700
i平10年1
（注） 1　長期の計画欄は，上から次数，計画年数，総事業費（量）（地方単独事業・調整費を含む），計
2　新経済社会7力年計画の公共投資計画規模はフォローアップ．昭和55年度報告による。
3　平成9年121日現在のものである。
出所．：国土交通省道路局監修『道路交通経済要覧』（平成15年版）
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〔単位：億円〕
?
係　　　の 長 期　　　計 画
港　　　湾 漁　　　港 沿岸漁業 空　　　港 下　水　道 廃　棄　物処理施設 住　　　宅 都市公園 土地改良
第　2　次
ｺ30～　37
　　　550i昭30年7月）
第　1　次 第　3　次
昭36～　40昭38～　43
2，500 1，400
（昭37年2月）（昭38年2月）
第　2　次 第　1　次 第　1　次 第　1　期 第1次昭40～　44 昭38～　42昭38～　42昭41～　45 昭44～49　　6，500i昭40年8月） 　　4，400i昭40年8月）　　1，100i昭40年8月）　　670万戸i昭41年7月） 26，000?????）
第　3　次 第　4　次 第　1　次 第　2　次 第　2　次昭43～　47昭44～　48 昭42～　46昭42～　46昭42～　46
10，300 2，300 L150 9β00 L330（昭44年3月）（昭44年2月） （昭43年3月）（昭44年2月）（昭44年2月）
第　4　次 第　2　次 第　3　次 第　3　次 第　3　期 第　1　次昭46～　50 昭46～　50昭46～　50昭47～　50昭46～　50昭47～　51　　21，000
i昭47年3月） 　　5，600i昭47年3月）　　26，000i昭46年8月）　　4，020i昭50年1月）　958万戸i昭46年3月）　　9，000i昭47年6月）
第　5　次 第2次昭48～　52 昭48～57　　7，500i昭48年2月） 130，000ｺ48年4月）
第　5　次
ｺ51～　55
第　6　次
ｺ52～　57
第　1　次
ｺ51～　57
第　3　次
ｺ51～　55
第　4　次
ｺ51～　55
第　4　次
ｺ51～　55
第　3　期昭51～　55第　2　次
ｺ51～　55　　31，000
i昭51年10月）
　　14，500
i昭52年2月）　　2，000i昭51年4月）　　9，200i昭51年10月）　　75，000i昭51年8月）　　11，300i昭51年12月）　　　　一@860万　i昭51年3月）　　16，500i昭51年8月）
第　6　次
ｺ56～　60
第　7　次
ｺ57～　62
第　2　次
ｺ57～　62
第　4　次
ｺ56～　60
第　5　次
ｺ56～　60
第　5　次
ｺ56～　60
第　4　期昭56～　60第　3　次
ｺ56～　60　　42，600
i昭56年3月）
　　20，100
i昭57年2月）　　4，000i昭57年4月）　　17，100i昭56年2月）　　118，000i昭56年2月）　　17，600i昭56年3月）　　　　一@770万　i昭56年3月）　　28，800i昭56年2月）
第　7　次
ｺ61～平2
@　44，000i昭61年11月）
第　5　次
ｺ61～平2
@　19，200
i昭61年11月）
第　6　次
ｺ61～平2
@　122，000
i昭61年11月）
第　6　次
ｺ61～平2
@　19，100i昭61年11月）
第　5　期
ｺ61～平2
@670万戸i昭61年3月）
第　4　次
ｺ61～平2
@　31，100i昭61年11月）
第3次ｺ58～平4
@328，000
i昭58年4月）
第　8　次
ｽ3～　7
第　8　次
ｺ63～平5
第　3　次
ｺ63～平5
第　6　次
ｽ3～　7
第　7　次
ｽ3～　7
第　7　次
ｽ3～　7
第　6　期
ｽ3～　7
第　5　次
ｽ3～　7　　57，000
i平3年11月）
　　24，100
i昭63年2月）　　4，800i昭63年3月）　　31，900i平3年11月）
　　165，000
i平3年11月）
　　28，300
i平3年11月）　730万戸i平3年3月）　　50，000i平3年11月）
9　’ 4　’
平6～　13平6～　13 　4　’ｽ6～18　30，000
i平9年9　6，000i平9年12 410，000i平10年定 定 12　定　　9
ｽ8～　14 　　7　’ｽ8～　14
　　8　’
ｽ8～　14
　　8　’
ｽ8～　14　　7ｽ8～　14
　　6　’
ｽ8～　14　74，900
i平10年1 　36，000i平9年12
@定）
　237，000
i平10年1
@定
　50，500
i平10年1
　730万戸
i平8年3j
　72，000
i平10年1
@　）
画決定年月日である。
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　3）第3期の開発行政と主要な「開発プロジェクト」
　1969年には「生馬総」を全面的に見直し，代わりに「新全国総合開発計画」いわゆる「新全
総」（目標年次1985年，投資規模は1965年価格で1966年～1985年に約130兆円～170兆円）を策
定している。翌1970年には「新全総」の策定を受けて，「新経済社会発展計画」（1970年～1975
年，公共投資55兆円）を策定している。「新全総」が選択した「巨大開発」方式の大規模「開発
プロジェクト」などは，「新経済社会発展計画」や「経済社会基本計画」（1973年～1977年，公
共投資90兆円）のバックアップを得て，本格的に展開する予定であった。「新経済社会発展計
画」が予定した公共投資総額は55兆円，「所得倍増計画」の2倍以上の投資規模である。この計
画の最大の投資先は道路建設の11兆7000億円（2！．3％）であるが，この道路建設を筆頭に，以
下，鉄道建設に5兆5000億円（10％），電気通信に5兆3000億円（9．7％），公共賃貸住宅建設
に3兆9000億円（7．1％），国土保全に3兆7000億円（6．7％），農林漁業に3兆2500億円
　（5．9％），環境衛生に3兆1400億円（5，7％），投資を予定している。公共投資の分配構i造は
　「所得倍増計画」や「中期経済計画」などとまったく同じである。
　周知のように，「新全総」は策定直後にオイルショックに遭遇し，出鼻を挫かれている。この
ため，「新全総」が掲げた大規模「開発プロジェクト」は少なからず影響を受けることになる。
打撃がもっとも大きかったのは大規模生産拠点に重厚長大型の大企業・事業所の誘致を予定し
ていた，あるいは進出を期待していた地方や遠隔地であった。地方や遠隔地では進出予定の大
企業がオイルショヅク後の構造不況を理由に相次いで進出を躊躇し，進出予定を凍結してい
る。そして大企業の多くは最終的に進出を断念している。進出の見通しがっかないまま，「新産
都市」や「工業整備特別地域」では工業用地の造成や港湾整備，工業用水道の整備，関連道路
整備などいわゆる産業基盤整備を続行している。苫小牧東部，むつ小川原湖，秋田湾，志布志
湾などでは「巨大開発」方式によって大規模工業用地や石油備蓄基地などを造成してきたが，
これら地方や遠隔地においては進出を予定・期待された大企業が相次ぎ進出を断念・凍結し，
このため，造成済みの一部が未利用地として放置され，あるいは施設が遊休化している。・施設
や±地の一部は「不良債権」として自治体の重荷になってきた（注39）。
　「新全総」が打ち出した開発計画は工業用地の造成や石油備蓄基地の建設にとどまらない。
このことは「新全総」下の1970年代に策定された，以下の「公共事業5万年計画」などに端的
に示されている。1970年には「第6次道路整備計画」（10兆3500億円）や「第1次海岸事業5力
年計画」（370G億円），1971年には「第2次空港整備5野崎計画」（5600億円）や「第3次下水道
整備5力年計画」（2兆6000億円），「第2期住宅建設5力年計画」（958万戸），「第4次港湾整備
5一年計画」（2兆1000億円），「第1次特定交通安全施設整備事業5力年計画」（2978億円），
1972年には「第1次都市公園等整備5隔年計画」（9000億円）や「第4次治水5力年計画」（4
兆500億円），「第4次治山5力帯計画」（6850億円），「第3次廃棄物処理施設整備計画」（4020億
円），1973年には「第7次道路整備5力年計画」（19兆5000億円）や「第2次土地改良長期計
画」（13兆円），「第5次漁港整備長期計画」（7500億円）を策定している。1974年には「石油備
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蓄増強5力年計画」の大綱を決定し，1975年には「道路整備長期計画」を決定し，同年にはさ
らに「三全総」の概要を発表している。1976年には「昭和50年代前期経済計画」（1976年～80
年，公共投資100兆円）や「第3次空港整備5力年計画」（9200億円），「第4次下水道整備5凶
年計画」（7兆5000億円），「第3期住宅建設5力年計画」（860万戸），「第2次都市公園等整備5
力年計画」（1兆6500億円），「第2次海岸事業5力年計画」（5800億円），「第5次港湾整備5力
年計画」（3兆1000億円），「第4次廃棄物処理施設整備計画」（1兆1300億円），「第2次特定交
通安全施設整備事業5力年計画」（7200億円），「第1次沿岸漁場整備開発計画」（2000億円）を
相次いで策定し，1977年には「三全総」（おおむね10年間，370兆円）を決定し，「定住構想」を
打ち出している。
　この間に以下の事業が完成し，新たな事業が計画され，あるいは着工している。1970年には
山陽新幹線の「六甲トンネル」が開通し，日本住宅公団等の大阪「泉北ニュータウン」が完
成，青森県むつ市の「下北埠頭」が完成し，原子力船の母港として日本原子力船開発事業団に
引き渡されている。東京電力の「奈川渡ダム」が完成し，横浜の「本牧埠頭」が完成，東京の
「大井埠頭」も完成，東京の「代々木公園」はこの年に開園している。1971年には「青函トン
ネル」の起工式を挙行し，東北新幹線と上越新幹線の建設工事の起工式を挙行している。この
年にはさらに札幌市営高速道路の「南北線」が開通し，東京の「多摩ニュータウン」の一部が
完成している。同年には新宿副都心の超高層ビル第1号の「京王プラザホテル」が開業し，水
資源開発公団の「利根川河口堰」が完成式を挙行し，住友金属（株）の「鹿島石油化学コンビ
ナート」が完成している。1972年には山陽新幹線の一部が開通し（大阪～岡山），「本四架橋」
のボーリング調査が開始され（児島～坂出），東北自動車道では一部（岩槻～宇都宮）を供用開
始している。1973年には国鉄が「武蔵野線」の一部区間（府中～新松戸）を開業し，国道1
号・横浜新道が全通し，北九州道路が全通している（小倉北区～八幡西）。さらにこの年には東
洋一の吊り橋である「関門大橋」が完成し，九州自動車道の一部区間（鳥栖～南関）が開通し
ている。同年には千葉県が「幕張新都心地区」の埋め立て工事を開始し，水資源開発公団は
「早明浦ダム」を完成させ，関西電力は「下小鳥ダム・発電所」を完成させている。1974年に
は中央自動車道「恵那山トンネル」の本坑が貫通し，山陽新幹線の「尾道トンネル」や「岩国
トンネル」や「新関門トンネル」が相次ぎ完成している。建設省の「真名川ダム」や「石狩ダ
ム」が完成したのもこの年である。同年には東京電力が「鹿島火力発電所5号機」の運転を開
始している。1975年には山陽新幹線が「岡山～博多」間で開業し，首都高の湾岸線「東京港海
底トンネル」が貫通している。同年には長崎空港が完成し，「本四架橋」の「尾道・今治ルー
ト」の起工式が挙行され，水資源開発公団の「池田ダム」や農林省の「水窪ダム」が相次ぎ完
成している。1976年には国鉄の「北越北線赤倉トンネル」が貫通し，「本四架橋」の「大鳴門
橋」の起工式が挙行され，東北自動車道の一部区間（泉～古川）が開通している。同年には中
央自動車道の「韮崎～小淵川」間が開通し，建設省の「阿武隈川大堰」が起工式を挙行し，運
輸省は「苫小牧東部工業基地」の建設に着手している。
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　　4）第4期の開発行政と主要な「開発フ．ロジェクト」
　　「新全総」は策定直後のオイルショックの勃発（1973年10月）と，その後の経済の低迷に
よって策定早々機能不全におちいっている。このため，1973年8月には早くも見直しに向けた
検討が行われている（「巨大都市問題」）。1977年には「巨大開発」方式を打ちきり，新たに「第
3次全国総合開発計画」，いわゆる「三全総」を策定している。
　周知のように，「新全総」は田中角栄の「日本列島改造計画」（田中角栄著r日本列島改造
論』1972年刊）とダブって捉えられている。実際，「新全総」と「日本列島改造計画」は一卵性
双生児で，開発方式も「巨大開発」方式という点で同じである。このため，「巨大開発」方式に
もとつく列島改造計画は企業の論理に適しているとして，企業は全国各地で大規模な土地買収
に乗り出す異常な事態を演出・現出し，地価高騰を招いてきた。そこにオイルショックが直撃
するのである。これによって「日本列島改造計画」と「新全総」は維持困難な状態や機能不全
の状況におちいっている。このためにも「新全総」を急ピッチで見直す必要があった。「新全
総」を総点検する作業を1973年8月～1977年8月に実施し，1975年4月置は「国土総合開発審
議会」内に計画部会を設置し，見直し作業に取りかかっている。1975年12月には「三全総」概
要案を閣議に報告し，1977年8月目は「国土庁試案」を発表するなど「三全総」策定の手順が
粛々と進められてきた。
　　「三全総」は1977年11月に策定されたが，「開発方式」として「定住構想」を選択している。
表4が示すように，限られた国土資源を前提に地域特性を生かしつつ，歴史的・伝統的文化に
根ざし，人間と自然の調和がとれた安定感のある「健康で文化的な人間居住の総合的環境を計
画的に整備する」ことを目標に，「新全総」の2倍以上の約370兆円（1975年価格）の投資を予
定している。この間に「昭和50年代前期経済計画」（1976年～1980年，公共投資100兆円）と
「新経済社会7力年計画」（1979年～1985年，公共投資240兆円）を策定している。投資総額の
4分の1は道路と鉄道の建設に振り向け，投資構成も「新全総」や「旧全総」と同じである。
環境衛生（総額の13％）と教育・文化（6％～8％）に振り向ける額が増加している点に僅か
に特徴がみられる。「新全総」以上に開発規模が大きいことは投資規模に照らしても明らかで
ある。福田内閣の後を継いだ大平首相は策定翌年の1978年に「田園都市構想」を発表し，同年
12月には「定住構i想推進連絡会議」を設置している。1979年7月には「モデル定住圏計画策是要
綱」を定め，同年9月には40箇所の「モデル定住圏」を選定している。大平首相はさらに1979
年1月に「田園都市国家構…想」を発表し，1980年代に向けて「三全総」の「定住構…想」を大き
く羽ばたかせている。したがって，「三全総」には治山，治水，道路，鉄道，港湾，空港，廃棄
物処理施設などを建設する事業方針が基本的に引き継がれている。
　1977年には「第5次治水5議論計画」（7兆6300億円）や「第5次治山5力年計画」（1兆
2000億円），「第6次漁港整備長期計画」（1兆4500億円円），「青森むつ小川原開発基本計画」，
1978年には閣議が「整備新幹線実施計画」を了承し，建設省は「国幹道審議会新規高速道路」
の建設着工を決定し，「第8次道路整備5力年計画」（28兆5000億円），「住宅宅地開発公共施設
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整備促進事業」を策定・決定している。1979年には「新経済社会7力年計画」（1979年～1985
年，公共投資190兆円）を決定し，建設省は「総合治水対策特定河川事業の実施について」を通
達している。1980年には国土庁は「過疎地域振興特別措置法」を公布し，農林水産省は「減反
目標67万ha」を決定している。1981年には国鉄は「特定地方線40回線」の廃止予定の時期を決
定し，国土庁は「首都機能移転費用」を試算している（用地費を含め7兆4000億円）。同年には
　「第4次空港整備5一年計画」（1兆7100億円）や「第5次下水道整備5力年計画」（！1兆8000
億円），「第4期住宅建設5隔年計画」（770万戸），「第3次都市公園等整備5力年計画」（2兆
8800億円），「第3次海岸事業5力年計画」（9300億円），「第6次港湾整備5力年計画」（4兆
2600億円），「第5次廃棄物処理施設整備計画」（1兆7600億円），「第3次特定交通安全施設整備
事業5力年計画」（1兆1000億円）を策定している。1982年には国鉄は「赤字地方路線第2次廃
止案」を提出し，国土庁は「関西学術研究都市構想」を発表している。「第6次治水5力年計
画」（11兆2000億円），「第6次治山5力年計画」（1兆7600億円），「第7次漁港整備長期計画」
（2兆100億円），「第2次沿岸漁場整備開発計画」（4000億円）を相次ぎ策定したのも1982年で
ある。
　1983年には第2次臨調が「最終答申」を発表し，通産省は「テクノポリス法」を公布してい
る（1992年まで26地域指定）。その一方，同年には建設省が「第9次道路整備5力年計画」（38
兆2000億円），農林省が「第3次土地改良長期計画」（32兆8000億円）を策定し，「第1次急傾斜
地崩壊対策事業5力年計画」（5500億円）を策定ている。1984年には通産省が8地域を「ニュー
メディア・コミュニティ構想モデル地域」に指定している。1985年には国土庁が「首都改造計
画」を発表し，同年には中部新国際空港建設に向け「促進期成同盟」を発足させている。1986
年には国土庁国土開発幹線自動車道建設審議会が「新たな高速自動車道路網計画」を策定し，
建設省河川審議会は「高規格堤防整備」の必要性について提言し，同じく建設省は「国土建設
の長期構想」において2000年目でに934兆円を投資する計画を発表している。このほか，1986年
には「第5次空港整備5力年計画」（1兆9200億円）や「第6次下水道整備5力年計画」（12兆
2000億円），「第5期住宅建設5力年計画」（670万戸），「第4次都市公園等整備5力年計画」（3
兆1100億円），「第4次海岸事業5力年計画」（1兆円），「第7次港湾整備5力年計画」（4兆
4000億円），「第6次廃棄物処理施設整備計画」（1兆9100億円），「第4次特定交通安全施設整備
事業5力年計画」（1兆4850億円）を策定している。1987年には建設省は河川改修にかかわって
「スーパー堤防整備計画」を提言している（3月）。同年には「総合保養地域整備法」（「リゾー
ト法」6月）などを制定し，6月には「四全総」（6月）を公表している。
　この間に「開発プロジェクト」の多くは完成し，また新たなプロジェクトが計画され，建設
に着手している。1977年には「本四架橋」の「因島大橋」建設の起工式が挙行され，上越新幹
線では工事計画が決定され，「リニアモーターカー走行実験」が成功している。関西電力の「大
飯原子力発電所」が完成し，森林開発事業公団の「白山スーパー林道」が開通している。1978
年には新東京国際空港が開港し，「本四架橋」の「児島～坂出ルート」では建設工事が開始さ
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れ，建設省と水資源開発公団は「長良川河口堰」の建設工事に着手し，東京電力の「高瀬ダ
ム」が完成している。同年には農林省所管事業の「有明干拓事業」が1933年着工以来45年ぶり
に完成している。1979年には「本四架橋」の「大三島橋」が開通し，「南アルプススーパー林
道」が完成し，むつ小川原では「国家石油備蓄基地」の建設工事に着工している。1980年頃は
　「関西国際空港」の建設工法が決定され，「幕張新都心地区」の造成工事が完了し，福岡県の
　「山神ダム」が完成し，建設省の「御所ダム」が完成している。1981年には阪神高速道路の全
線が直結し，「本四架橋」の「伯方大橋」や「大島大橋」の建設が始まり，九州自動車道では
　「都城～宮崎」間が完成している。神戸市では「ポートアイランド」が完成し，動力炉・核燃
料開発事業団の「東海村処理工場」が本格稼働にいたり，東京電力の「寒河江ダム」が完成し
ている。1982年には東北新幹線の「大宮～盛岡」間が暫定開業し，上越新幹線でも「大宮～新
潟」間が開業している。同年には中央自動車道が開通し（勝沼～甲府，これで25年目に全線開
通），建設省の「阿武腫大堰」が完成し，この年には「日向砂防ダム」や岩手県の「滝ダム・発
電所」も完成している。1983年差は「青函トンネル先進導坑」が貫通し，中国自動車道は全線
開通にこぎ着けている。「本四架橋」の「因幡橋」もこの年に完成している。横浜市が「みなと
みらい21」建設工事に着手し（76ha），東京ディズニーランドが開園し，首都高速海岸線の「昭
和島～八潮」間が開通している。1984年には大阪市の「ビジネスパーク土地区画整理事業」が
完成し，北九州市の「都市モノレール小倉線」が試験走行を開始し，全国初の第3セクター・
「三陸鉄道」が開業している。1985年には東京の「環状7号線」が開通し，東北新幹線では
「東京～盛岡」間全線が開業している。九州横断道路の「佐賀大和～鳥栖」間が開通し，「本四
架橋」の「大鳴戸大橋」が完成し，この年には関越自動車道が全通している（東京～新潟）。さ
らに同年には農林水産省の「石川県河北潟干拓事業」が完成している。1986年には「本四架
橋」の「明石大橋」の建設が始まり，「本四架橋」の「生口橋」建設では起工式が挙行されてい
る。この年には東北自動車道が全通し（浦和～青森），東北縦貫自動車道の一部区間「十和田～
碇ヶ関」間が開通し，東北縦貫自動車道の「秋田線」の建設が始まり，農林：水産省も「諌早湾
干拓事業」に着手している。1987年には「首都高速12号線」や関西国際空港の建設に着手し，
「青函トンネル」の開通式典を挙行している。同年には北陸自動車道が全通し，国土庁は「東
京臨海部副都心開発基本計画」（「東京テレポートタウン」）を発表している。運輸省が建設して
いた「むつ市関根浜港」がこの年に完成し，日本石油備蓄（株）は「石油地下備蓄基地」の建
設工事に着手している。
　そして1987年には早くも「三全総」に見切りをつけ，「四全総」（1986年～20GO年）を策定し
ている。「人間居住の総合的環境の整備」を掲げた「三全総」を「多極分散型国土の構築」の
「四全総」に切り替えている。「安全で潤いのある国土の上に，特色ある機能を有する多くの極
が成立し，特定の地域への人口や経済機能，行政機能等諸機能の過度の集中がなく地域間，国
際間で相互に補完，触発しあいながら交流している国土を形成する」ため，開発手法として新
たに「交流ネットワーク構想」方式を選択している。「四日頃」は投資額として1000兆円を予定
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している。この投資規模は「三全総」の2，5倍の大きさである。これに関連して1983年に
「1980年代経済社会の展望と指針」（1983年～1990年，投資額100兆円）を策定している。道路
建設に53兆円（1983年～1990年），治水に12兆5000億円（1987年～1991年），下水道に12兆2000
億円（1986年～1990年），交通安全に2兆7600億円（1986年～1990年），土地改良に32兆8000億
円（1983年～1992年）などを投資する計画を策定している。！988年には「経済運営5力年計
画」（1989年～1992年，投資額240兆円）を策定し，道路に53兆円（1988年～1992年），治水に
17兆5000億円（1992年～1998年），下水道に16兆5000億円（1991年～1995年）などを投資する計
画を打ち出している。1992年にはさらに「生活大国5力年計画」（1992年～1996年，公共投資額
630兆円規模）を策定し（道路建設に76兆円，土地改良事業に41兆円，漁港整備に3兆円，急傾
斜対策に1兆1500億円，沿岸漁場整備に6000億円），1995年には「構造改革のための経済社会計
画」（1995年～2000年）を策定している。「経済運営5力年計画」や「生活大国5力年計画」な
どの投資計画が示すように，この段階でも「旧全総」以来，固定化してきた道路建設など産業
基盤整備を中心とする投資構造は不変である。
　「四全総」策定の翌1988年には，通産省は「頭脳立地法」を公布し，さらに「多極分散型国
土形成促進法」を制定している。一方，政府は総合土地対策要綱を決定し，全国の市町村（一
部の富裕団体を除き）に「ふるさと創生1億円」を交付する決定をしている。同年には「第10
次道路整備5力年計画」（53兆円）や「第8次漁港整備長期計画」（2兆4100億円），「第3次沿
岸漁場開発計画」（4800億円），「第2次傾斜地崩壊対策事業5力年計画」（8000億円）を策定し
ている。1989年には「土地基本法」を制定し，1990年には大阪で「花博」が開催され，日米構
造協議が「最終報告」を発表し，今後10年間に430兆円相当の公共事業を行う旨の，いわゆる
「公共投資基本計画」を策定・約束している。1991年には「第6次空港整備5力年計画」（3兆
1900億円）や「第7次下水道整備5力年計画」（16兆5000億円），「第6期住宅建設5力年計画」
（730万戸），「第5次都市公園等5力年計画」（5兆円），「第5次海岸事業5力年計画」（1兆
3000億円），「第8次港湾整備5力年計画」（5兆7000億円），「第7次廃棄物処理施設整備計画」
（2兆8300億円），「第5次特定交通安全施設整備事業5力年計画」（2兆150億円）を相次いで
策定している。1992年には「地方拠点都市地域整備法」を制定し，運輸省港湾局は「港湾の技
術開発の長期政策」を策定している。さらに経済審議会は「生活大国5力年計画」の策定を答
申している。同年には「大阪湾臨海地域開発整備法」や「国会等移転法」を制定し，一方，時
限立法の「琵琶湖総合開発特別措置法」の有効期限の延長を図っている。このほか，同年には
「第8次治水5力年計画」（17兆5000億円）や「第8次治山5力年計画」（2兆7600億円），「第
1次森林整備事業計画」（3兆9000億円）を策定している。
　1993年には「総合経済対策」として過去最大の景気刺激策（13兆2000億円）を発表してい
る。同年にはさらに「第11次道路整備5力年計画」（76兆円）や「第4次土地改良長期計画」
（41兆円），「第3次急傾斜地崩壊対策事業5力年計画」（1兆1500億円）を策定している。1994
年には「建築基準法」を改正し，「水道原水水質保全の実施の促進に関する法律」や「特定水道
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利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に関する法律」を制定し，さらに「第9次
漁港整備長期計画」（3兆円）や「第4次沿岸漁場整備開発計画」（6000億円）を策定してい
る。阪神淡路大震災で始まった1995年には「常磐新線」（「つくばエクスプレス」）建設に関連す
る沿線開発が，つくば市などで本格的な事業展開をみせている（1995年～2000年の都市整備開
発事業費は3250億円）。
　1996年目は「日本版ピックバン構i想」を提唱し，「第7次空港整備7力年計画」（3兆6000億
円）や「第8次下水道整備5力年計画」（23兆7000億円），「第7期住宅建設5力年計画」（730万
戸），「第6次都市公園等整備7力年計画」（7兆2000億円），「第6次海岸事業7力年計画」（1
兆7700億円），「第9次港湾整備整備7力年計画」（7兆4900億円），「第8次廃棄物処理施設整備
計画」（5兆500億円），「第6次特定交通安全施設整備事業7力年計画」（2兆6900億円）を策定
している。r四全総」の最終年に当たる1997年には「財政構造改革法」を制定し，830項目に及
ぶ「規制緩和推進計画」を閣議決定している。この年に都市銀行の1つである北海道拓殖銀行
が破綻し，山一証券は自主廃業に追い込まれている。その一方，同年には「第9次治水7力年
計画」（24兆円）や「第9次治山7力年計画」（3兆7700億円），「第2次森林整備事業計画」（5
兆3800億円）を策定している。
　この間にこれまでと同じく，多くのプロジェクトが完成し，新たなプロジェクトが計画さ
れ，かつ着手されている。1988年には「青函トンネル」が開通し，青函海峡線が開業し，常磐
自動車道も全通している。「本四架橋」の「瀬戸大橋」が開通し（これによって坂出・児島ルー
トが開通），羽田空港沖合展開事業の第一期工事が完成し，北陸自動車道が全線開通している。
この年には「東京ドーム」が完成し，東京電力が建設した世界最大級の地下式発電所である
「今市発電所」や「長良川河口堰」が完成している。1989年には阪神高速の「大阪湾線」が供
用を開始し，北陸新幹線（長野新幹線）建設工事の起工式が挙行され，国鉄が最後の鉄道建設
として計画した秋田内陸線が全線開通している。北海道縦貫自動車道の一部区間「深川～旭
川」問が開通し，「東京湾環状道路」の一部も開通し，「横浜ベイブリッジ」も開通している。
　1990年には長崎自動車道が全通し，大阪「モノレール」も一部区間（千里中央～南茨木）が
開通している。同年には「本四架橋」の「多々羅大橋」が起工式を挙行し，JR東海は「山梨
リニア実験線」の建設に着手し，水資源開発公団の「奈良俣ダム」（群馬県）の本体工事が完成
し，運輸省はむつ小川原港の岸壁や航路停泊地を完成させている。同年には北海道芦別市で第
3セクターが建設していた「カナディアンワールド」が開園にこぎ着け，「天保山ハーバービ
レッジ」も開園している。1991年には東京湾横断道で「人工島」が出現し，東北新幹線の「盛
岡～青森」間，九州新幹線の「八代～西鹿児島」間，北陸新幹線（長野新幹線）の「軽井沢～
長野」間で建設が相次いでいる。同年には中部新国際空港建設の全体計画が発表され，山陰の
浜田自動車道が開通している。さらに同年には東京都新都庁が落成式をあげ，福岡市の「ベイ
サイドプレイス博多埠頭」や東京の「竹橋埠頭再開発事業第1期事業」が完成し，関西電力の
「南港発電所」が完成している。
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　1992年には山形新幹線（東京～山形）が開業し，横浜高速鉄道の「みなとみらい21線」の起
工式が挙行され，東京外環状線の「三郷～和光」間や札幌自動車道の「札幌～札幌西」間が開
通している。同年には新東京国際空港（成田空港）第2旅客ターミナルビルを開業している
（成田空港高速鉄道線・空港第2ビル駅開業）。小樽市の「小樽築港駅貨物ヤード跡地再開発計
画」が発表され，神戸市では「・・一パーランド」が完成している（23ha）。1993年には東名阪戸
自動車道の「名古屋～勝川」問が開通し，羽田空港新ターミナルビルが開業している。さらに
同年には福岡ドームが完成し，横浜の「八景島シーパラダイス」も開園し，横浜市の「横浜ラ
ンドマークタワー」も落成している。1994年置は関西国際空港が開港し，1995年には九州自動
車道の「人吉～えひの」間が開業し，これで32年かけた「青森～鹿児島」間2，150キロが高速自
動車道で結ばれることになった。この年には東京外環状線の「大泉～美女木」問や関西空港自
動車道・阪神高速湾岸線が開通し，北陸自動車道の「新潟亀田～新潟西」間，常磐自動車道の
「安田～新潟中央」間，秋田自動車道の「北上～北上西」問が開通している。東：京の新交通
「ゆりかもめ」が開業し，「長良川河口堰」も本格稼働している。1997年には北陸新幹線の一部
区間が長野新幹線として開業し，東京湾横断道（東京湾アクアライン）が開通し，常磐自動車
道の「西会津～津川」問が開通している。その一方，同年には諌早湾の潮受け堤防が閉め切ら
れている。1998年には「五全総」が策定されている。この年には「本四架橋」の「明石大橋」
が完成している。「明石大橋」の完成によって「神戸淡路鳴門自動車道」（明石～鳴戸ルート）
が開通することになる。
（注）
38　経済企画庁編『新全国総合開発計画』（大蔵省印刷局）53～54頁。
39　「新全総」後の大規模開発に伴う自治体の「不良債権」などについては中山　旧著r行政の不良債権
　一破綻した巨大開発をどう見直すか』（自治体研究社，1996年）が詳しい。
6　千葉県内の大規模「国家プロジェクト」一「東京湾横断道路」建設と「常磐
新線」建設計画
　千葉県は大消費地である「江戸」や「東京」に生鮮野菜や魚介類や用材を供給する，都市近
郊農漁村としての歴史と地域性を形成してきた。このため，首都に隣接する地域的有利性を生
かせず，長年にわたって千葉県は農業と漁業の土地，第1次産業県に甘んじてきた。この間，
人口も緩やかな増加で推移し，200万人台そこそこの人口規模のまま戦後を迎えている。
　その千葉県が急変を遂げるのは1950年以降である。1950年12月に柴田町副知事が県知事に当
選し，翌1951年9月に厚生官僚の友納武人が副知事に就任して以降である。柴田・友納コンビ
の県政が東京湾の千葉県側を大規模に埋め立て，造成地に県外の大企業を誘致し，進出を促す
など工業化政策を選択して以降に具体化している。以下は工業化政策を選択して以降，千葉県
がたどった開発行政の主な経緯である（注40）。
一93一
大規模「国家プロジェクト」の構想と現実一「東京湾横断道路」建設と「常磐新線」建設計画に関する研究序説（2）一（田口）
　1）1950年制定の「国土総合開発法」を受けて，千葉県は翌1951年に戦後初の開発計画とい
　　うべき「千葉県総合開発計画」を策定し，同年！1月には「千葉県総合開発審議会」を設置
　　している。
　2）1952年4月に「千葉県企業誘致対策特別委員会」を設置し，「千葉県企業誘致条例」を制
　　定し，企業誘致の条件を整備している。
　3）県内産業界の体制強化に備え，資金調達の体制をつくるため，1952年3月には千葉興業
　　銀行，同年10月には千葉相互銀行を設立し，開業している。
　4）1958年1月には「千葉県内湾埋立総合計画」を策定している。同年8月には京葉工業地
　　帯を造成・整備するため，「京葉地帯経済協議会」を発足させている。
　5）1960年2月には「千葉県開発公社」を設置する一方，1962年には「千葉県長期計画」を
　　策定している。この計画が1960年以降の開発行政を誘導することになる。
　6）1959年に千葉県は君津市地先の埋め立て地に八幡製鉄（現在の新日本製鐵）を誘致する
　　旨の申し入れを行い，かつ立地調査に着手している。八幡製鉄は1960年に君津市に進出す
　　る旨を決定している。！961年8月に千葉県は君津市の埋め立て地に八幡製鉄を誘致する方
　　針を最終的に決定し，千葉県が八幡製鉄に工業用地48万4000平方㍍を分譲・譲渡する旨を
　　約定し，埋め立てる工事に関する委託契約を締結している。1965年には君津製鉄所の一部
　　が操業を開始している。
　7）1962年9月に千葉県開発行政の象徴的な存在であった加納久朗（前日本道路公団総裁）
　　が県知事に就任している。1963年2月には加納知事が急逝し，同年4月の選挙で副知事・
　　友納武人が県知事に当選，就任している。
　8）1964年9月に「東京湾総合開発促進第一回中央大会」を開催し，開発関係閣僚が多数出
　　多している。「東京湾横断道路」建設促進の決起集会になっている。
　9）1965年6月に「新東京国際空港公団」を設置し，1966年4月には建設省が「東京湾横断
　　道路」建設を前提に調査に着手している。
　もちろん，臨海地域での工業化開発や企業進出が1950年代後半に唐突に浮上したわけではな
い。詳論は省くが，千葉県の工業化には以下に示す戦前来の前史がある。
　1）1940年6月に内務省土木会議が「東京湾臨海工業地帯造成計画」を策定し，同年12月に
　　は日立航空機が千葉市南部地先の埋め立て地（現市内蘇我地区）に工場を建設している。
　2）1950年ll月には千葉市の日立航空機の跡地に川崎製鉄が千葉製鉄所を建設する旨を決定
　　し，1952年12月には千葉市が同土地を川崎製鉄に譲渡している。
　3）1953年6月には川崎製鉄千葉製鉄所の第一期工事が完了し，1号溶鉱炉の火入れ式を挙
　　行している。
　4）1954年12月には千葉市地先の埋め立て地に東京電力が千葉火力発電所の建設に着手し，
　　1956年12月に第1号発軍機が操業を開始している。
周知のように，千葉県の工業は辺境の野田市や銚子市に立地ナる醸造業が僅かに全国的に知
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られていたにすぎず，製造業においては処女地に近い。その意味でも千葉県は工業化では未開
地に等しい。とくに臨海地域は対岸の京浜工業地帯と好対照であった。そこで，千葉県は戦
後，この汚名を削ぐための，以下の2つを戦略を選択することになる。1つは，「脱第1次産業
県化」を実現するために工業化政策を選択することであり，他の1つは，人口を増加させるた
めに大規模住宅開発を選択する，いわゆる都市化政策である。「脱第1次産業二化」は1951年策
定の「千葉県総合開発計画」，1962年策定の「千葉県長期計画」など，そのつど策定した「行政
計画」を通じて臨海地域を埋め立て，工業用地を造成し，企業を誘致あるいは進出を促す計画
である。計画を実行することで，短期間内に「脱第1次産業県化」を実現しようとし，そのじ
つ実現してきた。千葉市から市原市，木更津市，君津市，富津市にいたる東京湾臨海地域にわ
が国を代表する大企業を誘致し，進出を促し，結果として1970年代前半には，わが国有数の
　「工業県」に躍り出ている。
　千葉県は「脱第1次産業県化」を実現する方策として，以下の2つを選択している。1つ
は，大規模かつ低廉な工業用地を東京湾を埋め立て造成し，計画的に確保する。2つは，埋め
立てと併行して臨海工業用地にわが国有数の大企業を誘致，あるいは進出を促すことであっ
た。1951年に策定した「千葉県総合開発計画」では，東京湾を埋め立て，大規模な工業用地を
造成する計画を打ち出している。1956年策定の「千葉県産業振興3力年計画jと1958年策定の
「京葉工業地帯造成計画」は臨海部を埋め立て，3，305haの土地を造成する計画を立て，1959年
策定の「京葉臨海工業地帯造成計画（第1次）」では6，610haを造成する，1960年策定の「京葉
臨海工業地帯造成計画（第2次）」では造成地として11，240ha，1962年8月策定の「千葉県長期
計画」では造成地を11，240ha，1962年11月策定の「千葉県総合開発基本構想」では造成地を
13，687ha，1964年策定の「千葉県総合5力年計画」では造成地11，240haをつくるとしている。
さらに1965年策定の「千葉県地域計画」では13，270ha，1967年策定の「千葉県第2次総合5力添
計画」では13，330ha，1969年策定の「千葉県新長期計画」では14，114ha，1970年策定の「千葉県
第3次総合5力年計画」では15，177ha，1973年策定の「千葉県第3次総合5力年計画」では造成
地として13，373haを計画している。国土庁の発表では1945年～1972年間に埋め立て地8，830ha
を造成し，大半を工業用地として利用している（工業用地5，390ha，港湾用地120ha，住宅用
地，都市再開発用地，公園緑地などとして3，320haを予定している）。
　千葉市地先の埋め立て地には川崎製鉄や東京電力などが進出し，市原市五井地区の埋め立て
地には丸善石油化学を中心とする千葉石油化学連合（日産石油化学，日曹油化，デンカ石油化
学，チッソ石油化学，日曹化成など）が進出し，同市姉崎地区には三井石油化学グループ企業
（三井ポリケミカル，三井テキサコ，三井ゼラパックなど）が進出している。袖ヶ浦市地先の
埋め立て地には住友化学グループ（東亜燃料，富士石油，出光興産，住友化学）が進出し，君
津市地先の埋め立て地には八幡製鉄（現在の新日本製鉄）が進出している。市原市などの埋め
立て地にはわが国を代表する約300の企業や事業所が進出するのである。この結果，工業化指
標が示すように，千葉県は数年内にわが国有数の「工業県」に躍り出ている。その意味では当
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初の「平筆1次産業県化」目標を達成したことになる。
　千葉県のこの間の構造変化は工業化以前の1955年（一般海面漁業漁獲高は1960年，卸売業販
売額と小売業販売額は1956年，これ以外は1955年の数値）と1980年代前半の経済指標の，千葉
県の全国順位に端的にあらわれている。たとえば，千葉県の人口は1955年が11位→これが！984
年には8位に上昇している。県民分配所得は12位から1982年には8位，農業粗生産額は4位か
ら1983年には3位，米粗生産額は7位から1980年には8位，一般海面漁業漁獲高は3位（1960
年）から1983年には2位，製造品出荷額等は18位から1983年には8位，化学工業出荷額等は33
位から1983年には3位，石油石炭製品出荷両鐙は23位から1983年には2位，鉄鋼業出荷群肝は
9位から1983年には3位，金属工業出荷額等は18位から1983年には7位，一般機i械機器出荷額
等は22位から1983年には11位，電気機i械器具出荷額等は16位から！983年には14位，輸送用機械
器具出荷額等は27位から1983年には25位，精密機械器具出荷額等は9位から1983年には9位，
卸売業販売額は16位（1956年）から1982年には14位，小売業販売額は9位（1956年）から1983
年には9位にそれぞれ変動している。
　以上は「脱第1次産業万化」に関してであるが，併行して東京の隣接県として勤労住民に戸
建て住宅や集合住宅を供給する政策を選択し，臨海地域の総武線沿線や内房線沿線，内陸部の
成田線沿線や京成線沿線，東京都と茨城県を結ぶ常磐線沿線の千葉県エリアなどで大規模な住
宅地開発や住宅建設に着手してきた。この結果，臨海地域の浦安市，市川市，船橋市，習志野
市，千葉市，市原市，内陸部の八千代市，四街道市，佐倉市，成田市，印西市など，東葛飾地
域の松戸市，柏市，流山市，我孫子市で大規模な開発計画を相次いで策定し，船橋市の高根台
団地，松戸市の常盤i台団地，柏市の光ヶ丘団地や豊四季団地などわが国有数の大規模住宅団地
を誕生させ，主として地方出身の就業者家族を東京都，神奈川県，埼玉県などの前住地経由で
大量に受け入れてきた。これによって常磐線沿線の松戸市，柏市，流山市，我孫子市は，首都
圏の代表的な「ベッドタウン」として構造変容を遂げてきたし，臨海地域や内陸部の浦安市，
市川市，船橋市，習志野市，八千代市，千葉市，市原市，四街道市，佐倉市などと同じく人口
を激増させてきた。その結果，1960年以前200万人前後を上下していた千葉県の人口は1960年
以降急増の一途をたどり，21世紀には人口600万台の全国有数の人口規模に膨張し，現在も引
き続き増加傾向にある（注41）。
　臨海地域などでの工業化によって「脱第1次産業県化」を実現し，臨海地域や東葛飾地域な
どでの宅地開発や都市化によって名実共に首都圏の一翼を担うことになった千葉県は，その資
格を得るのと引き替えに，県内に臨海地域や東葛飾地域における「過密」状況を醸成する一
方，2地域以外の内陸地域や房総地域における「過疎」状況という地域矛盾・弊害を醸成し，
苦悩する，という深刻な行政課題・地域課題に遭遇することになる。高度経済成長期以降にお
いて，千葉県内で表面化・激化する「過密」と「過疎」の実態や，これに伴う問題現象の分析
や検証については別稿に譲るが（注42），いずれにして千葉県はこれによって新たな，深刻な行政
課題を突きつけられた。そこに追い打ちをかけたのがオイルショックの直撃である。
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　新たに浮上した行政課題に千葉県がどう向き合おうとしてきたか，かつ実際向き合ってきた
のか。千葉県の政策対応はその後の「行政計画」に示されている。具体的にはオイルショック
後に策定した1976年の「千葉県新総合5力年計画一ひずみなき千葉県をめざして」，1980年の
　「千葉県長期構想一豊かで暮らしよい自立千葉県をめざして」，1981年の「千葉県第2次総：合5
力年記画一豊かな暮らしよい自立千葉県をめざして」，1984年の「2000年の千葉県一活力と希
望に満ちた均衡ある発展をめざして」，1986年の「ふるさと千葉5延年計画一房総新時代への
出発」，1991年の「さわやかハートちば5一年計画一新しい豊かさの創造」，1992年の「千葉新
産業三角構想一躍動する新しい房総」，1996年の「ちば新時代5力自計画一さわやかなちばの
幸せづくり」，1999年の「千葉県長期ビジョン・みんなでひらく2025年のちば一新しい世紀の
幸せづくり・地域づくり」などの「長期計画」や「実施計画」など「行政計画」に端的に示さ
れている。もちろん，オイルショック後に策定された「行政計画」も大規模工業化や大規模住
宅開発を軸に「脱第1次産業県化」を図ろうとした政策を基本的に踏襲しており，その意味で
は基本路線を何ら変更していない（注43）。
　　「行政計画」を通じて千葉県が選択した「虚血1次産業県化」，いわゆる「工業化」は1950年
後半以降の臨海地域における大規模工業団地の造成や企業誘致・進出によってオイルショック
勃発前の1970年代前半におおむね実現している。その後の「行政計画」も工業化を軸に見据え
て策定している。埋め立て造成地の幕張A地区，幕張B地区，市川2期地区，京葉港2期地
区，市原地区，木更津地区，君津地区などでは工業化政策が基本的に継承されている。そのう
えで，「過疎」の解消や地域間判均等発展の解消を期待して内陸の農業地域で工業団地を造成
し，企業を誘致するなど新たな工業化政策を追加的に選択している。オイルショック勃発後に
新たに浮上し，具体化した開発計画では，以下が代表的である。1つは，大規模「国家プロ
ジェクト」として浮上してきた「東京湾横断道路」（以下，「横断道」）の建設計画であり，2つ
は，千葉県が新たに計画し，県政が総力を傾注した「千葉県新産業三角構想」である。いわゆ
る「幕張新都市構想」「かずさアカデミアパーク構想」「成田国際空港都市構想」である。3つ
は，20世紀最後の大規模「国家プロジェクト」といわれる東葛地域における「常磐新線」建設
と沿線開発である。
　以下，「国家プロジェクト」として浮上してきた「横断道」計画と「常磐新線」計画について
概観したい。「横断道」建設は「瀬戸大橋」や「明石大橋」などいわゆる「本州四国連絡橋」の
場合と同じく「夢の懸け橋」として期待を集めてきた。「横断道」は完成前の1997年2月に「東
京湾アクアライン」と命名され，世紀末の1997年12月に高速自動車道として開通している。着
工段階の予測では一日平均3万4000台の利用が予測されていたが，開通直前には一日平均2万
5000台に利用を大幅に下方修正している。ところが，開通後の実際の利用はこれをさらに大幅
に下回っている。開通1年目（1998年）の利用実績は384万台，一日平均1万500台にすぎず，
開通直前予測の42％，着工段階予測の31％，3分の1以下と少なかった。通行台数は2年目以
降も伸びず，このため，通行台数を上向かせる措置を優先的に講じざるを得なかった。結果と
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して，利用料金を大幅に下げる措置を講じている。にもかかわらず，通行台数は現在にいたる
まで上向かず，予測を大幅に下回ってきた。
　ところで，日本道路公団が「横断道」建設の事業許可を得たのは1987年7月，この段階での
総事業費は1兆1150億円であった。政府が予算案で「横断道」の事業化を認めたのは1985年12
月，この段階での総事業費は8000億円であった。1985年12月～1987年7月間に事業費は3，150
億円も膨張している。1989年5月に建設工事の起工式を挙行し，約10年間の工事を経て1997年
に完成し，同年12月頃開通しているが，この間に総事業費は1兆4400億円，当初予算の1．8倍に
膨張した勘定である。以下は計画から建設，完成にいたる主な経緯である（注44）。
　1）川崎～木更津間に「横断道」を建設する計画が現実味を帯びる形で浮上するのは1950年
代後半である。
　2）「横断道」建設が具体化した最初は，1959年設立の「産業計画会議」（電力中央研究所理
事長松永安左衛門が主宰する諮問機関，委員長は日本道路公団総裁の加納久朗であった）が新
東京建設プランとして発表した「ネオ・トウキョウ・プラン」（Neo－Tokyo－Plan）において
であると考えられる。このプランは東京の人口や産業集中によって引き起こされる交通混乱や
通勤難，住宅不足など，いわゆる「過密」の弊害を解消する方策の1つとして「産業計画会
議」が提唱したものである。会議は1975年の東京の人口を1，430万人と想定し，これだけの人口
を受け入れ，かつ生活や経済機能などを賄うには，東京湾を埋め立て約2億坪の土地を造成
（業務用地や住宅用地など）する必要がある。湾中央埋め立て地には国際都市・新東京，いわ
ゆる「ネオ・トウキョウ」を建設する必要がある，とする計画を示している。このプランの一
環として湾岸の埋め立て地に東京湾を一周する環状道路を建設し，さらに湾口と湾央に東西を
結ぶ鉄道と道路を建設しようとした。いわゆる「東京湾横断道」建設計画と現在浮上している
「湾口道路」である。この計画は多摩川河口右岸と木更津の小櫃川河口付近の間に延長10キ
ロ，幅200メートルの横断堤を築造し，両端1キロずつに航路をつくり，川崎側には海底トンネ
ル，木更津側の航路上には橋を架ける計画からなっている。そのじつ「東京湾横断堤構想」で
ある。
　3）「産業計画会議」が提唱した「東京湾横断堤構想」について，自民党や建設省は将来の首
都圏の交通体系上有益であるとして着目している。建設省は1962年に調査に乗り出している。
これ以降の主な経緯を以下紹介する。
　4）1962年5月目自民党東京湾当開発特別委員会は「横断道」を含む「東京湾開発整備計画
案」を発表している。
　5）1962年11月に東京都，千葉県，神奈川県が東京湾の一体的開発を行う目的で「東京湾総
合開発協議会」を結成し，1964年9月には東京湾総合開発促進第1回中央大会を開催してい
る。この大会には「横断道」建設に関係する国務大臣や松永産業計画会議委員長など約600人が
参加し，「横断道」建設促進の決起集会の様相を呈した。
　6）1966年4月に建設省は「横断道」建設決定の前提になる基礎調査に本格的に乗り出して
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いる。
　7）1972年7月置財界を中心に「東京湾横断道研究会」（わが国を代表する大企業33社が参加
しており，事業化が決定する直前の1986年には86社に拡大している。会長は斉藤英四郎新日鉄
会長で，主要役職には新日鉄関係者が就任している）を発足させている（この研究会は1987年
に「東京湾横断道路調査会」に名称を変更している）。なお，この月に第1次田中内閣が成立し
ている。これ以降，建設省は建設促進を前提に「東京湾横断道路株式会社」を特殊法人として
設立するため予算要求を行っている。
　8）1973年に自民党東京湾開発委員会は「東京湾横断道路株式会社」の設立を求め，要望書
を提出している。
　9）1976年8月中日本道路公団が「東京湾横断道路調査室」を設置し，建設省から調査を引
き継いでいる。1979年には「日本プロジェクト産業協議会」（Japan　Project　Industory
Council），いわゆる「ジャピック」（JAPIC）が発足している。周知のように，　JAPICは大規模
　「国家プロジェクト」を企画・推進する「世界に例のない強力な団体」として有名で，鉄鋼，
建設，セメント，機械などの団体，金融，証券，保険，自動車，電力などの大企業，通産省，
建設省，国土省などの開発関連省庁をくわえて設立され，1980年以降，わが国の開発行政を仕
切ってきた。
　10）1983年5月に閣議が「横断道」建設を了承している。1985年7月には経団連など経済17
団体が「東京湾横断道路促進期成同盟会」を発足させ，同年9月には日本道路公団が「東京湾
横断道路調査結果」（中間報告）を発表している。同年12月に「横断道」建設方式を第3セク
ター方式とする，建設着工を1986年とする旨を決定している。
　11）1986年2月に「東京湾横断道路の建設に関する特別措置法案」を国会に上程し，法案は
同年4月に成立している。同年10月には「横断道」建設の事業主体である「東京湾横断道路株
式会社」（特殊法人）が発足している。
　12）1987年7月には日本道路公団が「横断道」の建設について事業認可を受け，日本道路公
団と「東京湾横断道路株式会社」の間で建設臨定を締結している。同年8月には日本道路公団
が関係7地方公共団体から出資を受け，「東京湾横断道路株式会社」を第3セクターに移行し
ている。1989年5月には「横断道」建設の起工式を挙行している（注45）。
　それでは千葉県の「行政計画」は「横断道」の建設計画をどう位置づけてきたのか。以下，
1962年策定の「千葉県長期計画」などにおける「横断道」建設の取り上げ方を中心に検討す
る。
　1）「千葉県長期計画」（1962年）と「横断道」建設計画一「千葉県長期計画」には「横断
道」にかかわる記述はある。記述としては以下が代表的である。①「東京湾横断道路が建設さ
れる暁には，東海道と東北との間の膨大な通過交通量も新たに加わるし，……」の記述，②道
路網整備として「富津～三浦半島」に言及した記述である。「本県をふくろ小路的性格から脱却
させて太平洋岸ベルト工業地帯上に乗せ，また東京湾を広く囲み，東京湾の高度の利用をはか
る大環状線とするため富津岬と三浦半島を結ぶ東京湾横断道路の建設を促進する」とする記述
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である。③「東京湾横断道路」に関する，「本県の富津岬と神奈川県三浦半島11．5㎞について鉄
道及び道路の建設を国における建設を促進し，東京湾沿岸の道路整備と相まって東京湾環状道
路を形成させ，また東北，東海道間の輸送が本道路を利用することにより東京を通過すること
を妨げ，都心部への自動車の過度集中を排除することとする」との記述である（注46）。ここでは
「横断道」の建設を「夢物語」あるいは願望として計画を提示するにとどまり，近未来に実現
可能な計画としては扱っていない。それに「横断道」は「富津岬～三浦半島」を結ぶ計画であ
る。その意味では今日的計画では「湾口道路」に当たり，現在の「川崎～木更津」問の「横断
道」は予定していない。
　2）「千葉県第3次総合5力年計画」（1970年）と「横断道」一この計画では「新東京国際空
港」の建設や幹線道路の建設促進が謳われ，「東京湾環状道路」として3つの計画路線（浦安～
富津，富津～横須賀，木更津～川崎）を示し，早期の建設を打ち出しているが，「横断道」に関
する記述はない。「東京湾環状道路」は「東京湾沿岸の1都2県を結ぶ延長160㎞の湾岸道路
と，湾口部横断道路（延長10㎞）および川崎・木更津横断道路（延長約15㎞）よりなってい
る。このうち，湾岸道路の東京～千葉間は臨海部の土地造成に伴う企業の立地，港湾施設の整
備あるいは新東京国際空港の建設等に関連して早急な建設の必要が生じてきており，このため
国は，昭和44年度から東京都内の東：二二航路横断部やよびその前後の埋立地において湾岸道路
の建設に着手した。本県内の湾岸道路についても，近く着工の見通しであるが，当面は浦安～
千葉問の建設を重点的に推進するものとともに，千葉～富津間および湾口部横断道路，川崎・
木更津横断道路についても，早期実現のための調査を促進する」と表記している（注47）。この表
記が示すように，「横断道」の建設は行政課題としての優先順位は必ずしも高くなく，この段階
では現実味を感じさせない。その意味でも「横断道」建設は財界や省庁の主導，とくに資材を
供給する鉄鋼業界やセメント業界，あるいは建設業の利益誘導型の建設事業である。
　3）「千葉県長期構想一豊かで暮らしよい自立千葉県をめざして」（1980年）と「横断道」一
川上知事は「長期構想」め「はじめに」において，「新東京国際空港の開港，東京湾横断道路建
設の機運の盛り上がり」について言及している。本編でも「横断道」建設に対する期待の大き
さを「東京湾時代の到来」という見出しの以下の記述で示している。「本県は，昭和53年5月，
新東京国際空港が成田に開港し，世界に向けての表玄関としての機能を始めたほか，東京湾横
断道路建設の機運が盛り上がりを見せるなど，まさに，東京湾のライトサイドを担うに足る自
立千葉県建設の機運が高まっている。そのために，自立と協調の新しい東京湾時代に向けての
千葉県づくりの方策が求められている」とする記述，あるいは「袋小路を打破し，地域の特性
をいかした住みよい豊かな地域社会を建設するとともに，東京湾時代の一翼を担いうる自立千
葉県の建設は21世紀へ向けての本県の主要課題である。」「房総半島と京葉地帯を直結すること
により，千葉県の袋小路性からの脱却を図り，上土の均衡ある発農，特に都市的空間の創造，
観光，水産業の振興など，将来への大きな展望を開き，あわせて東京湾周辺地域の秩序ある展
開と首都圏の円滑な交通の確保に資する東京湾横断道路を建設する」とする記述を通して表現
している。さらに木更津市など県南地域にとっては，「横断道」の建設は「地域振興にとっての
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有効な起爆力」や「社会的・経済的波及効果」が期待できる，とする認識を示している（注48）。
　4）「千葉県第2次新総合5個年計画一豊かで暮らしよい自立千葉県をめざして」（1981年）
と「横断道」一前年策定の「長期構想」を受けての実施計画であり，「長期構想」から抜け出し
ていないが，「実施計画」として「横断道」計画に具体性を加味している。「袋小路性を打破す
べく新東京国際空港や東京湾横断道路などを配慮した交通体系の整備を総合的に推進し東京湾
時代の一翼を担うひずみのない自立千葉県の建設をめざすことを基本目標として，幹線道路や
これらを補完する県道・市町村道の整備を進める必要がある。」さらに「幹線道路の整備にあ
たっては，地域の均衡ある発展を図るため，東京湾横断道路，東京湾岸道路，東関東自動車道
を軸として，その整備を積極的に進める」などの見地を示し，東京湾横断道路と東京湾口横断
橋については，「東京湾の柏丘部を横断する道路」「東京湾の湾口部を横断する道路」と再規定
し，「調査を進め事業化を図る」と「長期構想」（「横断道」についての「建設する」，「湾口道
路」についての「調査を進め事業化の促進を図る」）から一歩踏み出している。くわえて，「横
断道」を「東関東自動車道」や「常磐自動車道」と同様に「首都圏における自動車交通網の枢
要部分を構成する」「高速自動車国道」として位置づけるなど具体性を加味している（注49）。
　5）「ふるさと千葉5力紙計画一房総新時代への出発」（1986年）と「横断道」一この計画は
政府が「横断道」建設を決定し，建設着手を目前にした段階での「行政計画」である。策定の
当事者・沼田知事は「はじめに」において「首都圏にあって広大な県土と豊かな緑を有し，限
りない発展可能性を持つ千葉県は，昭和55年の成田国際空港の開港に続き，昭和61年には本県
にとって長年の念願であった東京湾横断道路がいよいよ着工の運びとなり，まさに21世紀に向
けた房総の新しい時代の幕開けを迎えています」と記している。建設着工目前の「横断道」に
対しては「東京湾横断道路の建設が促進されることにより，これに接続する首都圏中央連絡道
路の建設とあいまって，千葉県が国土幹線網の中に位置づけられることとなり，房総の地域構
造の変革がもたらされようとしています。そこで，地域の均衡ある発展を図るために県内の道
路体系を見直し，将来的には，県内各地域のどこからも千葉新産業三角構想の接点である幕張
新都心，成田空港，上総研究学園都市まで約1時間半で到達できるようにするとともに，県内
の主要都市から県都千葉市までの到達時間を1時間に近づける」ことになる，として過大な期
待を寄せている（注50）。
　6）「ちば新時代5力詠計画一さわやかちばの幸せづくり」（1996年）と「横断道」一「横断
道」完成を目前にした段階での計画であるが，沼田知事は「はじめに」において「幕張新都心
や成田国際空港，かずさアカデミアパーク，東京湾横断道路など各種のプロジェクトも進展
し，『21世紀は千葉の時代』と言われるようになりました」と記し，来るべき21世紀に自信を覗
かせている。「横断道」に対する期待は以下にあらわれている。「首都圏骨格軸を形成する東京
湾横断道路が完成が近づくとともに，同じく骨格軸をなす東関東：自動車道館山線も木更津まで
が供用に至るなど，広域幹線道路網の整備が着実に進展しています。とりわけ，東京湾横断道
路の完成は，県立の均衡ある発展のため，長い間大きな課題となってきた半島性を解消する画
期的なものと位置づけられます。特に，その完成により，京浜地区との間に生産・研究開発等
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の機能連携が図られるとともに，本県西側のゲートウェイとして，東京都心を経由しない形で
東日本経済圏と西日本経済圏を結節する広域交流拠点としての本地域の性格と可能性が明確に
なるものと考えられます。あわせて，首都圏中央町絡自動車道や東関東自動車道館山線の整備
の進展ともあいまって，東京湾横断道路接岸地の木更津市はもとよりのこと，本地域（かず
さ・臨海地域）と県内外の他地域との多様な機能連携を促す力強い交流軸を形成するところと
なります。」と地域振興面での期待を表明している（注51）。
　7）「千葉県長期ビジョン・みんなでひらく2025年のちば一新しい世紀の幸せづくり・地域
づくり」（1999年）と「横断道」一「横断道」開通2年目に策定された「行政計画」であるが，
沼田知事は「はじめに」において，「千葉県は，豊かな自然に恵まれ，農林水産業，商工業など
の各産業が全国トップクラスに位置し，また，福祉，医療，教育，文化等生活面での環境整備
も進むなど，バランスの取れた豊かな県として発展しております。また，近年は，千葉新産業
三角構想の進展に加えて東京湾アクアラインが開通し，世界の人・もの・情報が活発に行き交
う地域として，さらに大きな発展が期待されており，県内・外の方々から『21世紀は千葉の時
代』と言われるようになりました」と自画自賛の表明をしている。「横断道」の効果については
以下のように評価している。「東京湾アクアラインの開通によって，半島性を解消し，房総地域
における都市整備や産業展開等のポテンシ甲ルが高まるなど，千葉県の地域構造の歴史的な転
換点を迎えた。今後，東京経済圏，西日本経済圏とを結ぶ幹線交通軸が強化されていくととも
に，東日本経済圏とを結ぶ幹線車通学が形成されていくことによって，21世紀の千葉県におい
て，三方に開かれた地域構造が実現することとなる」旨の認識を示している（注52）。
　千葉県の「横断道」建設に対するスタンスはおおむね以上に尽きるが，端的には建設によっ
て「半島性を解消する「」，「房総地域の社会経済面の振興」さらに「東京経済圏や西日本経済圏
との直結性」，卑近には「京浜工業地帯との連携強化」が期待できる点に集約されるであろう。
建設計画が現実味を帯びてきた経緯に照らすとき，建設の実態は千葉県が新日鉄を中心とする
経済界の強い要請を受け，県政の重点課題の1つに掲げてきたというのが真相に近い。内発的
には完成した臨海地域開発がオイルショックの直撃をうけ，こうむったダメージを回復するた
め，新工業化や都市化を軸に開発行政の切り札を期待し，千葉県が政策課題として重視してき
た「千葉県新産業三角構想」，とくに「かずさアカデミアパーク構想」との関係や接点を重視せ
ざるを得ない。
　以上は「横断道」建設にいたる主たる経緯であるが，建設に伴う政治経済学的な影響や波及
効果（マイナス効果を含む）についての分析や検証については，現在予定している別稿で改め
て取り上げることにして，本稿ではこれ以上は立ち入らない。そこで，最後に「横断道」同
様，「国家プロジェクト」として浮上し，「横断道」の完成を待つかのように1990年代早々に事
業認可を得，建設着工にいたった「常磐新線」建設と沿線開発について事業概要を紹介する。
　筆者は現在，「横断道」と同じく「常磐新線」建設と沿線開発を事例に大規模「国家プロジェ
クト」が地域社：会や自治体行財政に及ぼす影響について調査・研究しており，本稿と並行して
近く成果を発表する予定である。したがって，建設計画などの全体像については一二に譲るこ
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とになる。ちなみに，「常磐新線」建設に関する経済効果等を強調した推進側の調査報告書や資
料は，類似の計画と同じく数多く公表されており，計画の全体像はすでに明らかになってい
る。東京都，埼玉県，千葉県，茨城県の1都3県や，新駅を予定されている地域周辺など大規
模開発を計画している沿線の三郷市，柏市，流山市，つくば市なども開発計画を合理化・正当
化するための調査報告書を数多く公表している。その多くは市町村の委嘱を受けて建設省や運
輸省など関係官庁と関係が深いシンクタンクがまとめたものである。「常磐新線」（現在の正式
名称は「つくばエクスプレス」）が沿線開発とワンセット（そのじつ沿線開発を通じて利用者を
経営戦略として事前に確保する）で計画されている論理的な矛盾を結果的に裏づけている。
　ところで，「常磐新線」建設と沿線開発の特徴は建設と開発の「一体化」方式にある。この方
式での鉄道建設はこれまで阪急，東急，西武など私鉄会社が新線建設や路線延伸の際に採用し
てきた経営主義的鉄道建設の，いわば常套手段であった。「国家プロジェクト」としての「常磐
新線」建設を国や経済界が特別措置法を改めて制定し，法律が定めた「開発方式」によって建
設・開発しようとした，私鉄以外ではきわめて希有な方式である。その根拠になっている法律
は1989年6月制定の「大都市地域における宅地開発および鉄道整備の一体的推進に関する特別
措置法」，いわゆる「二二法」あるいは「一体化法」と略称される法律である。もちろん，r宅
鉄法」は「常磐新線」建設と沿線開発に限定・特定した法律ではない。名古屋圏や大阪圏など
大都市圏での鉄道整備を想定し，それに備えた開発促進の法律である。この法律にもとつく
「大都市地域における宅地開発および鉄道整備（建設）」の第1号対象事業が「常磐新線」およ
び沿線開発である。
　「常磐新線」建設は「常磐線の混雑の緩和」を大義名分に計画されている。「国家プロジェク
ト」として位置づけ，沿線の都県や市町村に一般財源等を拠出させるため，「宅鉄法」によって
建設のスキームを用意する必要があった，というのが実態である。東京都台東区秋葉原を始発
駅，茨城県つくば市筑波研究学園都市を終点（当初）とする約58㎞の都市鉄道で，2000年の開
業を目標にスタートしている。投資額は鉄道事業の直接投資に6，000億円（用地費を除く），沿
線開発への直接投資に6兆2000億円，関連投資を含めて総事業費19兆3000億円と試算されてい
た。事業費規模に照らして大規模「国家プロジェクト」に相応しい要件を十分に備えている。
「常磐新線」建設と沿線開発は「鉄道建設と沿線開発を一体的に推進する」いわゆる「一体型
開発」に特徴がある。その意味でも単なる鉄道建設事業ではない。新線建設と沿線開発は併行
して実施されるが，事業主体は異なり，工事も別々に行われている。鉄道の建設と運営は第三
セクターの「首都圏新都市鉄道株式会社」が所管し，日本鉄道建設公団が建設を委嘱される。
同じく委嘱によって鉄道の運営はJR東日本が担当する。これに対して，沿線開発では開通時
に乗客の供給を期待され，「三二法」にもとづき「一体型土地区画整理事業」方式が法定されて
いる。事業主体としては都市基盤整備公団，東京都，埼玉県，千葉県，茨城県の出資によって
設立された住宅供給公社，さらに沿線の流山市などの自治体，千葉県や茨城県などの企業庁な
どが想定され，かつ実際施行されている。
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図1 「常磐新線」建設と沿線開発予定地（駅名は仮称）
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　　「常磐新線」は，図1が示すように，始発の秋葉原から浅草，北千住を経て埼玉県の八潮
市，三郷市，千葉県の流山市，柏市，茨城県の守谷町，伊奈町・谷和原町を経て終点のつくば
市にいたる都市鉄道で，常磐線の混雑緩和を建設の目的，大義名分に掲げている。秋葉原駅を
始発駅として，元浅草（新御徒町駅），新浅草（浅草駅），南千住駅，北千住駅，青井駅，六町
駅，八潮駅，三郷中央駅，南流山駅，流山運動公園（流山セントラルパーク駅），流山新市街地
　（流山おおたかの森駅），柏北部中央（柏の葉キャンパス駅），柏北部東（柏ゆたか駅），守谷
駅，伊奈谷和原（みらい平野），萱名（みどりの駅），島名（万博記念公園駅），葛城（研究学園
駅），終着駅のつくば駅まで18駅を予定している。その一方，「常磐新線」（「つくばエクスプレ
ス」）沿線の新駅予定地周辺などで「一体型土地区画整理事業」方式による大規模開発を計画
し，住宅用地や業務用地などを造成し，宅地分譲や分譲住宅・賃貸住宅，あるいは貸ビルなど
業務構造物建設を予定していた。この背景には「常磐新線」利用者を開発によって大量に創出
することにあった。沿線開発の計画規模は最終的には当初計画を若干縮小しているが，当初の
計画では東京～つくぼ間において約1万haの開発を予定していた。うち4，200haは埼玉県，千
葉県，茨城県の新駅予定地周辺での計画である。その大半は都市基盤整備公団，住宅供給公
社，県企業庁が造成する住宅地である。戸建て住宅や集合住宅（分譲や賃貸），企業の社宅など
を大量に建設・供給（約17万戸）し，開発予定地に新たに60万～70万人の人口を迎え入れる人
口急増計画を基調にしている。
　ちなみに，「常磐新線」建設が具体化するのは1978年以降である。茨城県が県南部などの住民
や市町村の要請を受けて県庁内に「茨城県県南県西地域交通体系調査委員会」を設置し，「常磐
新線」の建設を提起したことに発端している。建設に向け大きく動き出すのは1985年7月，運
輸省運輸政策審議会が「常磐新線」を建設する方向の答申をまとめて以来である。答申を受け
て，東京，埼玉，千葉，茨城の知事が1985年12月に「常磐新線建設促進都県連絡会」を設置
し，建設の促進に向けて働きかけている。さらに計画が具体化してきた背景には，建設によっ
て利便性が確保できるとして開発を期待する埼玉県，千葉県，茨城県の沿線自治体等の強い要
請があったといわれている。そこで，つぎに千葉県を事例に，県の「行政計画」が「常磐新
線」建設をどう位置づけ，計画に向き合ってきたかをみる。
　1）「千葉県第3次総合5丁年計画」（1970年）では通勤通学路線の整備促進の1つとして，
常磐線の複々線化と地下鉄千代田線への乗り入れに言及している。複々線化に関しては「在来
線の快速線化と地下鉄9号線との都心相互乗り入れによる複線化を昭和45年度内完成目途に促
進し，併せて鉄道高架化（綾瀬～松戸間）と立体交差化による全面踏切除去を促進する」旨の
考え方を示しているが，「常磐新線」は新線建設の事業予定にはあがっていない（新線計画とし
て鹿島線，武蔵野東線，小金線（北馬橋～西船橋）をあげている）。したがって，この段階では
「常磐新線」計画は浮上していない（注53）。
　2）「千葉県長期構想一豊かで暮らしよい自立千葉県をめざして」（1980年）では「鉄道網の
整備」に関する基本認識として，「近年，本県における人口の増加に伴い通勤，通学を主とする
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東京方面への輸送需要が増加してきた。これに対し，昭和40年以降総武線，常磐線の複々線
化，東西線の西船橋乗り入れなど輸送力の強化に努めてきたが，輸送需要の急激な増加に追い
つかず現在輸送能力の限界に近づいている。また，今後も引き続き輸送需要の増加が予想され
ており，新線建設を含めた対応が求められている」旨の認識を示している。常磐線については
「将来の輸送需要に対処する」として「国鉄常磐線の機能を分担する路線の実現に努める」旨
の考えを示しているにすぎない。この段階でも「常磐新線」建設は「地域振興のための鉄道新
線の建設を図る」事業計画には入れていない（注54）。
　3）「千葉県第2次新総合5力年計画一豊かで暮らしよい自立千葉県をめざして」（1981年）
では「本県では，東京方面への通勤・通学者の増大，新東京国際空港の開港等により鉄道に対
する大量かつ多様な需要が発生しており，これらの需要に対応して輸送力の増強を図るため，
これまで既設線の二三，スピードアップをはじめとして，直接都心乗り入れを図る新線等を促
進してきた。しかしながら，東京方面への通勤・通学老の急激な増加により，県境における
ラッシュ時鉄道混雑率は昭和55年度で217％と輸送能力の限界に近づきつつあり，本県と都心
を結ぶ鉄道について新線の建設を含め，輸送力の確保が喫緊の課題になっている」とする認識
を示している。「常磐新線」建設の必要を提起しているが，そのじつ前年策定の「千葉県長期構
想」と同じく「地域振興のための新線建設」の事業計画にはあげられていない（注55）。
　4）「ふるさと千葉5力年計画一房総新時代への出発」（1986年）において，「常磐新線」建設
が初めて打ち出されている。「県と都心を結ぶ路線は首都圏西側に比べて少なく，しかも人口
増加の傾向が東に移りつつある中で本県の基幹路線網の整備は首都圏的課題です。国鉄総武
線，国鉄常磐線，営団東西線及び京成線は，これまで複々線化等により，輸送力の増強に努め
てきましたが，路線網の倍増を図るため，引き続き新線を建設して混雑緩和に対応するととも
に，全県的な鉄道網の根幹として機能を強化することが必要」である旨の認識にもとづき，「常
磐新線の建設促進」について，以下のように記している。「常磐線の混雑状況は著しく，輸送力
増強のため，快速電車の15両化，緩行電車の増発等を促進します。しかしながら近い将来，輸
送力が限界に達するものと見込まれているため，この抜本的対策として，昭和60年運輸政策審
議会から答申のあった常磐新線の建設及び地下鉄半蔵門線の松戸までの延伸について，沿線地
域の都市基盤整備の促進と併せて，その実現に積極的に取り組みます」と記している（注56）。た
だし，これも前年（1985年）に運輸省運輸政策審議会が「常磐新線」建設に関する答申をまと
めたことを受けての行政のアクションであることは間違いない。結果的には国家主導の「常磐
新線」建設計画を追認する形で，千葉県が「行政計画」に盛り込んだというのが真相である。
このことは「常磐新線」建設計画が「国家プロジェクト」ではあっても，地域内発的な要因が
決して大きくないことを示している。
　5）「ちば新時代5力年計画一さわやかちば幸せづくり」（1996年）では「常磐新線」建設を
千葉県東葛飾北部地域の将来構想にとって重要な要因の1つである，として位置づけている。
2000年開業を目標に建設工事が本格化している段階で策定された「行政計画」であることも大
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いに影響している。東葛飾北部地域を「新産業の創造と首都圏をリードする200万交流都市圏」
として位置づけ，「首都圏新都市鉄道（常磐新線）や東京8．11号線等の整備を促進することに
より，筑波研究学園都市やかずさアカデミアパーク等との学術研究交流の中から，新分野の研
究領域・技術を開拓する技術研究開発機能の育成を進めます。」「首都圏新都市鉄道（常磐新
線）や核都市広域幹線道路等と地域内の既存の放射・環状軸との交流結節地域において，業
務・研究開発，商業・文化，レクリェーション等における高次都市機能を発揮する中心的な拠
点の育成を進めます。」「常磐新線沿線地域を中心として都市型新産業集積拠点の形成を進めま
す。これにより，200万交流都市という大消費地が形成され，また国内外との交流が進むこと
で，都市生活者の多様なニーズと本地域における民間研究機関の技術が結びついた，新たな生
活文化を提案する環境・健康・住環境関連などの生活システム産業の国際的展開を推進してい
きます。」「常磐新線」建設と沿線開発の「光」の部分だけを強調する内容になっている（注57）。
　6）「千葉県長期ビジョン・みんなでひらく2025年のちば一新しい世紀の幸せづくり・地域
づくり」（1999年）では「常磐新線」の完成がさらに現実味を帯びてきている段階での策定であ
るだけに，「常磐新線」と沿線開発に関しては一層楽観的である。「常磐新線，東京外かく環状
道路等の新たな広域交通網の整備，常磐新線沿線を中心とする新市街地の整備が進むととも
に，学術研究の展開，新産業の創出，文化の創造などに寄与する東京大学柏キャンパス，東葛
テクノプラザ，さわやかちば県民プラザ等の高次の施設の整備が進められてきており，就業，
就学，生活等における東京都心部への依存傾向からの脱却が図られた，自立的な都市圏の形成
をめざしている。」「本地域は，『北西部ゲートウェイ』及びr北東部ゲートウェイ』の2つの
ゲートウェイが位置し，重層的な優位性を有するとともに，千葉，東京，埼玉，茨城の主要都
市との重要な交通結節点にあり，今後，常磐新線等の新たな幹線交通網の整備により結節性が
さらに強化されていく。21世紀においても全国的，国際的中枢機能を果たす首都圏が，ネット
ワーク型の地域構造へ転換する中で，本地域は，常磐新線沿線を中心とする新市街地等におい
て，新たなポテンシャルを生み出す『フロンティア空間』を有することに加え，創造的な活動
を担う人々や生活者の交流による地域の『若さ』を有していることから，21世紀の首都機能を
先導する高次都市機能を新たに創出していく役割を担うことが期待されている。」1996年に策
定された「行政計画」以上に「常磐新線」と沿線開発の社会経済的な効果に対して楽天的であ
る（注58）。
　以上は，「長期計画」や「実施計画」などを通じて千葉県が「常磐新線」建設にどう向き合っ
てきたか，みたものである。「常磐新線」建設が「東京湾横断道」と同様に千葉県や県内東葛地
域に内発・成熟した地域課題や行政課題であったかどうか，いわゆる建設計画の内発性につい
てみたものである。検討の結果，以下の2点が明らかになった。
　1つは，千葉県は「常磐新線」建設に対して，少なくとも1985年に運輸省運輸政策審議会が
「常磐新線」を都市鉄道として建設を認める答申を発表する以前は，冷ややかであった。それ
以前に策定された「行政計画」には「常磐新線」建設に関する具体的な記述はない。その意味
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でも「常磐新線」建設は内発的ではない。
　2つは，「常磐新線」建設は1985年以降策定の「行政計画」に初めて登場している。運輸政策
審議会答申以降，千葉県は「常磐新線」建設を県内鉄道新線計画の1つにあげ，県政課題とし
て急浮上している。「常磐新線」建設が即発型のプロジェクトであることを示している。
　千葉県政にとって「常磐新線」建設が行政課題として優先順位が決して高くなかったことは
以上でも明らかである。いわんや緊急かつ重要な行政課題でも決してなかった。「国家プロ
ジェクト」として計画・建設されることになった「横断道」の場合とまったく同じである。実
態は千葉県や沿線地域の内発的な必要性以上に省庁や経済界・産業界の思惑や必要によって計
画が浮上し，建設に突き進んでいる。「日米構造問題協議最終報告」で確約した約束を実現する
措置としての「公共投資基本計画」（1994年，1997年に改定）に凝縮される政治的・経済的な思
惑や要請が「常磐新線」を「国家プロジェクト」に格上げさせ，政治的な事業，国家的な事業
として短期間内の工事着工に掻き立てたのである（そのじつわが国は最終報告を受けて，「常
磐新線」建設を例に引きながら，大都市地域における宅地開発や鉄道建設を推進する方針を閣
議決定している）。くわえて，経済界や産業界の思惑も無視できない。オイルショックの後遺症
を長年引きずった重厚長大型・素材供給型業種のわが国有数の大企業，高度経済成長期の末期
に社運を賭けて千葉県臨海地域に進出した新日本製鉄などに代表される鉄鋼・セメント・建設
などの大企業の強い要請が，「国家プロジェクト」としての「横断道」を計画させ，建設された
と同じように，「常磐新線」建設と沿線開発でもこの構図と論理が基本的に引き継がれている。
その意味でも「常磐新線」建設等は「国家プロジェクト」であった。
　1）1985年7月に運輸省運輸政策審議会は「常磐新線」建設を是とする答申を発表してい
　　る。同年12月には東京，千葉，埼玉，茨城の4都県の知事が「常磐新線建設促進関係都県
　　連絡協議会」を設置している。
　2）1987年9月に運輸大臣の提案で，新線整備に必要な基本事項を検討する「常磐新線整備
　　検討委員会」を設置している。同年10月には「民間活力活用推進懇話会」（座長：斉藤英四
　　郎経団連会長）が「常磐新線」や圏央道の早期整備と国際頭脳都市の建設を内容にした
　　「グレーダーつくば新都市建設構想」を発表している。
　3）1989年6月に「常磐新線」建設を裏付ける「大都市地域における宅地開発及び鉄道整備
　　の一体的推進に関する特別措置法」を制定している。
　4）1990年4月にJR東日本は「自治体中心の第3セクターを設置し，　J’R東日本が運行を
　　受託する方式」を提案している。同年6月には「日米構造問題協議最終報告」を発表，日
　　本県の措置の1つとして「常磐新線」建設を引き合いに大都市地域における宅地開発およ
　　び鉄道整備を一体的に推進する旨を閣議決定している。さらに同月には「常磐新線」建設
　　促進の超党派議員によって「常磐新線建設促進議員連盟」が設置されている。同年11月に
　　は「常磐新線」に係る関係都県副知事会議を開催し，「平成2年度中に自治体を主体とした
　　第3セクター（整備と運営を一体的に行う第1種鉄道事業者）を設立する」ことで合意に
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　　達している。同年12月には1991年予算案において，鉄道整備寄金を活用した「常磐新線」
　　への無利子貸付制度を創設している。
　5）1991年1月に「常磐新線」建設の事業主体が予定される「首都圏新都市鉄道株式会社」
　　の設立発起人会を開催し，同年2月に同会社を設立している。
　6）1991年10月に鉄道事業法にもとつく「第1種鉄道事業」の免許を申請している。
　7）1992年1月に「第1種鉄道事業」．の免許が認められている。同年10月目は秋葉原～新浅
　　草間約3．4㎞の都市計画・環境アセスメントの手続きを始める。
　　「常磐新線」建設は上記の経緯をたどって具体化・事業化し，2000年の完成・開業をめざ
し，スタートを切った。「建設手法」や「開発手法」などに対して沿線各地で地権者や住民等が
異議を申し立て，反対運動が高揚している。このため，新線建設は計画通りに進捗せず，「一体
型±地区画整理事業」等は先行き不透明で，進捗率も依然低迷している。2000年予定の開業を
2005年に先送りしたが，沿線開発の遅延から開業当初，空車に近い状態で実質的に開業を迎え
る最悪のシナリオも想定されている。この間に建設事業費や沿線開発事業費は事業決定段階や
着工段階に試算した事業費を大幅に上回っており，「横断道」建設の場合と同じく，現段階にお
いてすでに当初の事業費予算の約2倍に膨張している。建設完成時の事業費規模を予測するこ
とも不可能に近い。
（注）
40　千葉県の「工業化」の経緯については朝日新聞千葉支局編『追跡・湾岸開発』（朝日新聞社，！987
　年）などを参照した。
41　千葉県の「工業化」「都市化」については拙著『工業化と企業都市の構造変化一千葉県と市原市の実
　証的研究』（本の泉社，1999年）で分析している。
42　高度経済成長期以降，列島規模や大都市圏周辺などで表面化・深刻化した「過密」と「過疎」の社会
　現象の何が地域問題かなどについては，社会学や地理学などを中心に研究してきた。現象的には人口
　の流出や流入に伴って一定範域の地域（市町村や町内や集落など）の人口が急増あるいは急減し，こ
　れに伴う「過密」あるいは「過疎」の現象を指すが，本質的には人口の急増あるいは急減に伴う過密都
　市における社会的共同消費手段の過不足や，過疎化農村における共同体の維持困難や集落機能の崩壊
　を意味している。
43　オイルショヅク後に策定した「行政計画」の基本戦略については，拙著『工業化と企業都市の構造変
　化一千葉県と市原市の実証的研究』289～299頁。
44　「東京湾横断道」建設の構想・論理や経緯については多くの文献があるが，まとまったものとして
　は計画段階や建設段階については朝日新聞千葉支局編r追跡・湾岸開発』（朝日新聞社，1987年）や遠
　藤寛夫著r明日の東京湾一横断道路計画の全貌』（千葉日報社，1979年）などが代表的である。完成・
　供用後の問題点については久慈　国乱『東京湾アクアラインの検証』（緑風出版，1999年）などが代表
　的である。
45　朝日新聞千葉支局編r前掲書』と久慈　力著r前掲書』を参考にした。この間の経緯については久慈
　力著『前掲書』177～187頁を参照した。
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